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(57)【要約】
【課題】本発明の課題は、簡易な構成を有し、印加電圧
差による発光品質の低下や発光輝度差が改良された有機
ＥＬデバイスと、製造手段として大型設備を必要とせず
、低コストで製造することができる有機ＥＬデバイスの
製造方法と、それを具備した画像表示装置を提供するこ
とである。
【解決手段】本発明の有機ＥＬデバイスは、複数の有機
ＥＬ素子を含む画素ユニットを有し、前記有機ＥＬ素子
が、基材上に、少なくとも、第１電極と、発光層を含む
有機機能層と、第２電極とを有し、前記画素ユニットが
、発光色が異なる複数の前記有機ＥＬ素子を同一面上に
配置した構成を有し、かつ、複数の前記有機ＥＬ素子の
それぞれの第１電極に電圧を印加するバスラインと、前
記有機ＥＬ素子のそれぞれに印加する電圧を調整する抵
抗値を有する導電部材と、前記有機ＥＬ素子に電圧を印
加する印加電源部とを有することを特徴とする。
【選択図】図３
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　複数の有機エレクトロルミネッセンス素子を含む画素ユニットを有する有機エレクトロ
ルミネッセンスデバイスであって、
　前記有機エレクトロルミネッセンス素子が、基材上に、少なくとも、第１電極と、発光
層を含む有機機能層と、第２電極とを有し、
　前記画素ユニットが、発光色が異なる複数の前記有機エレクトロルミネッセンス素子を
同一面上に配置した構成を有し、かつ、
　複数の前記有機エレクトロルミネッセンス素子のそれぞれの第１電極に電圧を印加する
バスラインと、
　前記有機エレクトロルミネッセンス素子のそれぞれに印加する電圧を調整する抵抗値を
有する導電部材と、
　前記有機エレクトロルミネッセンス素子に電圧を印加する印加電源部と、
　を有することを特徴とする有機エレクトロルミネッセンスデバイス。
【請求項２】
　前記抵抗値を有する二つ以上の前記導電部材が、前記バスラインと前記有機エレクトロ
ルミネッセンス素子のそれぞれの前記第１電極との間に配置されていることを特徴とする
請求項１に記載の有機エレクトロルミネッセンスデバイス。
【請求項３】
　前記抵抗値を有する二つ以上の前記導電部材が、前記バスラインと前記印加電源部との
間に配置されていることを特徴とする請求項１に記載の有機エレクトロルミネッセンスデ
バイス。
【請求項４】
　前記バスラインに接続されている二つ以上の前記導電部材が、二つ以上の前記有機エレ
クトロルミネッセンス素子に印加する電圧の差が０．３Ｖ以内となるように調整するため
の異なる抵抗値を有していることを特徴とする請求項１から請求項３までのいずれか一項
に記載の有機エレクトロルミネッセンスデバイス。
【請求項５】
　前記基材上に開口部を有する絶縁層が設けられ、前記開口部に、少なくとも前記有機エ
レクトロルミネッセンス素子又は前記導電部材が配置されていることを特徴とする請求項
１、請求項２又は請求項４に記載の有機エレクトロルミネッセンスデバイス。
【請求項６】
　前記導電部材が、少なくともポリ（３，４－エチレンジオキシチオフェン）とポリスチ
レンスルホン酸との複合物を含有することを特徴とする請求項１から請求項５までのいず
れか一項に記載の有機エレクトロルミネッセンスデバイス。
【請求項７】
　前記画素ユニットが、格子状の前記バスラインで囲まれた複数の領域内にそれぞれ配置
されていることを特徴とする請求項１から請求項６までのいずれか一項に記載の有機エレ
クトロルミネッセンスデバイス。
【請求項８】
　前記複数の画素ユニットにより、静止画像を表示することを特徴とする請求項１から請
求項７までのいずれか一項に記載の有機エレクトロルミネッセンスデバイス。
【請求項９】
　請求項１から請求項８までのいずれか一項に記載の有機エレクトロルミネッセンスデバ
イスを製造する有機エレクトロルミネッセンスデバイスの製造方法であって、
　少なくとも有機エレクトロルミネッセンス素子のそれぞれに印加する電圧を調整する抵
抗値を有する導電部材を、湿式塗布方式により形成することを特徴とする有機エレクトロ
ルミネッセンスデバイスの製造方法。
【請求項１０】
　さらに、少なくとも、絶縁層、有機エレクトロルミネッセンス素子、第１電極用の引出
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電極、バスラインの結合部及びバスラインを、湿式塗布方式により形成することを特徴と
する請求項９に記載の有機エレクトロルミネッセンスデバイスの製造方法。
【請求項１１】
　前記湿式塗布方式が、インクジェット印刷方式であることを特徴とする請求項９又は請
求項１０に記載の有機エレクトロルミネッセンスデバイスの製造方法。
【請求項１２】
　請求項１から請求項８までのいずれか一項に記載の有機エレクトロルミネッセンスデバ
イスを具備した画像表示装置であって、
　発光色が異なる複数の有機エレクトロルミネッセンス素子を含む画素ユニットを、同一
平面上に複数個配置して、画像表示することを特徴とする画像表示装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、複数の有機エレクトロルミネッセンス素子より構成される有機エレクトロル
ミネッセンスデバイスとその製造方法と、それを具備した画像表示装置に関し、更に詳し
くは、簡易な構成からなり、印加電圧差による発光品質の低下や発光輝度差が改良された
有機エレクトロルミネッセンスデバイスと、製造手段として大型設備を必要とせず、低コ
ストで製造することができる有機エレクトロルミネッセンスデバイスの製造方法と、それ
を具備した画像表示装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　屋外等での広告看板等の表示方式の一つとして、ＬＥＤ（Ｌｉｇｈｔ　Ｅｍｉｔｔｉｎ
ｇ　Ｄｉｏｄｅ）をバックライトとして用いた大型看板、看板全体を外部照明器で照射す
る夜間サイネージ等が広く用いられているが、膨大な電力消費や配電設備等の経済性とい
う点で問題を抱えている。
【０００３】
　近年、有機材料のエレクトロルミネッセンス（Ｅｌｅｃｔｒｏlｕｍｉｎｅｓｃｅｎｃ
ｅ：以下、「ＥＬ」と略記する。）を利用した有機エレクトロルミネッセンス素子（以下
、「有機ＥＬ素子」と略記する。）が急速に普及しており、この有機ＥＬ素子は、数Ｖ～
数十Ｖ程度の低電圧で発光が可能な薄膜型の完全固体素子であり、高輝度、高発光効率、
薄型、軽量といった多くの優れた特徴を有する。このため、表示装置、ディスプレイ、照
明光源等の面発光体として、その適用分野の検討が精力的になされている。
【０００４】
　また、上述のように、画像表示装置として、動画表示ではなく、ポスター等を意図した
静止画による表示装置の要望が高まってきている。
【０００５】
　多色表示方式の有機ＥＬ装置においては、各発光素子である有機ＥＬ素子の必要とする
駆動電圧の差により、定電圧を印加した場合には、赤色が最も発光しやすく、次いで、緑
色発光、青色発光の順となり、例えば、均一な白色発光を得ようとする場合には、それぞ
れの有機ＥＬ素子に印加する電圧を制御する必要があり、ＴＦＴ（Ｔｈｉｎ　Ｆｉｌｍ　
Ｔｒａｎｓｉｓｔｏｒ）等のドライバーにより、任意の発光輝度で発光させることが必要
となる。そのため、有機ＥＬデバイスの構成として複雑になり、その結果、デバイスとし
ても高価なものになっており、駆動や構成がシンプルとなり、かつ低コストで作製するこ
とができる有機ＥＬデバイスの開発が要望されている。
【０００６】
　一方、有機ＥＬデバイスを製造する方法として、化学蒸着法や真空蒸着法等を用いた乾
式形成法により作製する方法が知られているが、これらの乾式形成方法の多くが、真空装
置等の大型設備を必要とするためコストが上昇し、かつ装置の関係で大面積の有機ＥＬ素
子を作製するのが難しいという問題を抱えている。また、Ｒ、Ｇ、Ｂの発光層を同一平面
上に蒸着法を用いてサイド・バイ・サイド方式で形成する場合には、それぞれ異なる構成
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の発光層を形成する必要があり、大面積で形成しようとする場合には、シャドーマスクを
画素ごとにずらしながら、蒸着させていくため、蒸着源からの輻射熱等でシャドーマスク
が膨張し、発光層の形成位置にズレを生じるという決定的な問題が生じるおそれがある。
【０００７】
　近年、上記問題に対し、省エネルギー、大面積化、軽量・薄膜化、形成精度を実現し、
かつフレキシブル性を有する基材を適用することが可能な塗布方式、例えば、オフセット
印刷法、グラビア印刷法、スクリーン印刷法、インクジェット印刷法等の湿式塗布方式を
用いて電子デバイスを作製する「プリンテッド・エレクトロニクス」の研究が盛んになさ
れている。
【０００８】
　例えば、特許文献１では、有機ＥＬ素子を構成する発光層形成領域の同一平面上に青色
発光層、緑色発光層、赤色発光層をインクジェット印刷方式で形成する方法が開示されて
いる。しかしながら、各発光層間が分離した構成ではなく、発光分離性に関しては不十分
であり、発光均一性に関しても問題を抱えており、かつ駆動方法に関しては、具体的な記
載がなされていない。
【０００９】
　また、特許文献２には、テーパー状のバンクを用いて、有機ＥＬ素子の構成材料の配置
を規定する方法が開示されているが、発光色の異なる有機ＥＬ素子を同一平面に形成する
方法は記載されていない。
【００１０】
　また、特許文献３及び４においても、有機ＥＬ素子を構成する発光層形成領域の同一平
面上に２色以上の異なる発光層を配置した構成が記載されているが、各発光層に印加する
電圧は同一電圧であり、各有機ＥＬ素子間での発光均一性に関しては不十分であり、上記
問題が解決されているものではない。
【００１１】
　また、特許文献５には、複数の有機ＥＬ素子により構成され、陽極が調整抵抗を介して
駆動回路に結合されている構成が開示されている。この方法によれば、各々の有機ＥＬ素
子における電圧の最小値と最大値の差が、その最大値の２０％に相当する範囲に入るよう
に、調整抵抗値を設定する方法である。しかしながら、特許文献５に記載されている方法
では、発色の異なる有機ＥＬ素子を同一平面上に配置すること、又はその形成方法として
湿式塗布方式を適用することに関しては、一切述べられていない。
【００１２】
　すなわち、上記各特許文献においては、発光色の異なる複数の有機ＥＬ素子を完全に分
離した状態で配列し、各有機ＥＬ素子間の印加電圧差による発光品質の低下や発光輝度差
が改良された有機エレクトロルミネッセンスデバイスと、簡易な構成でかつ低コストで製
造することができる有機エレクトロルミネッセンスデバイスの製造方法に関しては、明確
な記載や、示唆がなく、早急な対応が求められている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００１３】
【特許文献１】特許第６１２２４９１号公報
【特許文献２】国際公開第２００９／１１３２３９号
【特許文献３】特開２００７－２７３３９７号公報
【特許文献４】特許第６１３３３０１号公報
【特許文献５】特開２００１－１１７５２５号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１４】
　本発明は、上記問題に鑑みてなされたものであり、その解決課題は、簡易な構成を有し
、印加電圧差による発光品質の低下や発光輝度差が改良された有機エレクトロルミネッセ
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ンスデバイスと、製造手段として大型設備を必要とせず、低コストで製造することができ
る有機エレクトロルミネッセンスデバイスの製造方法と、それを具備した画像表示装置を
提供することである。
【課題を解決するための手段】
【００１５】
　本発明者は、上記課題に鑑み鋭意検討を進めた結果、基材上に、発光色が異なる有機Ｅ
Ｌ素子を二つ以上有する画素ユニットを少なくとも一つ有し、有機ＥＬ素子の第１電極に
電圧を印加するバスラインと、前記有機ＥＬ素子に印加する電圧を調整する抵抗値を有す
る導電部材と、印加電源部とを有することを特徴とする有機エレクトロルミネッセンスデ
バイスにより、簡易な構成を有し、印加電圧差による発光品質の低下や発光輝度差が改良
された有機エレクトロルミネッセンスデバイスを実現することができることを見いだし、
本発明に至った。
【００１６】
　すなわち、本発明の上記課題は、下記の手段により解決される。
【００１７】
　１．複数の有機エレクトロルミネッセンス素子を含む画素ユニットを有する有機エレク
トロルミネッセンスデバイスであって、
　前記有機エレクトロルミネッセンス素子が、基材上に、少なくとも、第１電極と、発光
層を含む有機機能層と、第２電極とを有し、
　前記画素ユニットが、発光色が異なる複数の前記有機エレクトロルミネッセンス素子を
同一面上に配置した構成を有し、かつ、
　複数の前記有機エレクトロルミネッセンス素子のそれぞれの第１電極に電圧を印加する
バスラインと、
　前記有機エレクトロルミネッセンス素子のそれぞれに印加する電圧を調整する抵抗値を
有する導電部材と、
　前記有機エレクトロルミネッセンス素子に電圧を印加する印加電源部と、
　を有することを特徴とする有機エレクトロルミネッセンスデバイス。
【００１８】
　２．前記抵抗値を有する二つ以上の前記導電部材が、前記バスラインと前記有機エレク
トロルミネッセンス素子のそれぞれの前記第１電極との間に配置されていることを特徴と
する第１項に記載の有機エレクトロルミネッセンスデバイス。
【００１９】
　３．前記抵抗値を有する二つ以上の前記導電部材が、前記バスラインと前記印加電源部
との間に配置されていることを特徴とする第１項に記載の有機エレクトロルミネッセンス
デバイス。
【００２０】
　４．前記バスラインに接続されている二つ以上の前記導電部材が、二つ以上の前記有機
エレクトロルミネッセンス素子に印加する電圧の差が０．３Ｖ以内となるように調整する
ための異なる抵抗値を有していることを特徴とする第１項から第３項までのいずれか一項
に記載の有機エレクトロルミネッセンスデバイス。
【００２１】
　５．前記基材上に開口部を有する絶縁層が設けられ、前記開口部に、少なくとも前記有
機エレクトロルミネッセンス素子又は前記導電部材が配置されていることを特徴とする第
１項、第２項又は第４項に記載の有機エレクトロルミネッセンスデバイス。
【００２２】
　６．前記導電部材が、少なくともポリ（３，４－エチレンジオキシチオフェン）とポリ
スチレンスルホン酸との複合物を含有することを特徴とする第１項から第５項までのいず
れか一項に記載の有機エレクトロルミネッセンスデバイス。
【００２３】
　７．前記画素ユニットが、格子状の前記バスラインで囲まれた複数の領域内にそれぞれ
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配置されていることを特徴とする第１項から第６項までのいずれか一項に記載の有機エレ
クトロルミネッセンスデバイス。
【００２４】
　８．前記複数の画素ユニットにより、静止画像を表示することを特徴とする第１項から
第７項までのいずれか一項に記載の有機エレクトロルミネッセンスデバイス。
【００２５】
　９．第１項から第８項までのいずれか一項に記載の有機エレクトロルミネッセンスデバ
イスを製造する有機エレクトロルミネッセンスデバイスの製造方法であって、
　少なくとも有機エレクトロルミネッセンス素子のそれぞれに印加する電圧を調整する抵
抗値を有する導電部材を、湿式塗布方式により形成することを特徴とする有機エレクトロ
ルミネッセンスデバイスの製造方法。
【００２６】
　１０．さらに、少なくとも、絶縁層、有機エレクトロルミネッセンス素子、第１電極用
の引出電極、バスラインの結合部及びバスラインを、湿式塗布方式により形成することを
特徴とする第９項に記載の有機エレクトロルミネッセンスデバイスの製造方法。
【００２７】
　１１．前記湿式塗布方式が、インクジェット印刷方式であることを特徴とする第９項又
は第１０項に記載の有機エレクトロルミネッセンスデバイスの製造方法。
【００２８】
　１２．第１項から第８項までのいずれか一項に記載の有機エレクトロルミネッセンスデ
バイスを具備した画像表示装置であって、
　発光色が異なる複数の有機エレクトロルミネッセンス素子を含む画素ユニットを、同一
平面上に複数個配置して、画像表示することを特徴とする画像表示装置。
【発明の効果】
【００２９】
　本発明によれば、簡易な構成を有し、印加電圧差による発光品質の低下や発光輝度差が
改良された有機エレクトロルミネッセンスデバイスと、製造手段として大型設備を必要と
せず、低コストで製造することができる有機エレクトロルミネッセンスデバイスの製造方
法と、それを具備した画像表示装置を提供することができる。
【００３０】
　本発明で規定する構成からなる有機エレクトロルミネッセンスデバイスの技術的特徴と
その効果の発現機構は、以下のように推察される。
【００３１】
　有機エレクトロルミネッセンス素子は有機半導体であり、発光色により、発光開始に必
要な電圧が異なる。通常、画像を形成するためには、画素を個別駆動させる必要があり、
パッシブマトリックス方式やアクティブマトリックス方式が知られている。しかし、いず
れの方式においても、駆動させるためのドライバーが必要となり、特に、アクティブマト
リックス方式の場合にはＴＦＴを必要とするため、構成として高価なものになる。
【００３２】
　本発明は上記問題を踏まえたものであり、高価なドライバーを使用せずに画像を形成す
る有機ＥＬデバイスに関するものである。
【００３３】
　上記のように、異なる発光色の画素を共通電極で駆動させようとすると、各画素の駆動
電圧が異なるため、より低い電圧で発光する画素が優先的に発光してしまい、所望の発光
バランスの画像を得ることが困難であった。
【００３４】
　本発明では、陽極側の電源と発光部の間に各発光色の駆動電圧に対応した電圧調整部を
設けることにより、パネル全体に印加される電圧が発光色に関わらず一定になるようにす
ることで、ドライバーやＴＦＴを必要とせずに単一回路で発光色の異なる画素を同時に点
灯させることが可能となる。
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【図面の簡単な説明】
【００３５】
【図１】本発明の複数の画素ユニットより構成される有機ＥＬデバイスの全体構成の一例
を示す概略配置図（実施形態１）
【図２】本発明の有機ＥＬデバイスの代表的な構成である実施形態１と実施形態２の基本
的構成を示す概略図
【図３】本発明の有機ＥＬデバイスを構成する画素ユニットの一例を示す概略上面図（実
施形態１）
【図４】基材上に形成した絶縁層と、絶縁層内に設けた２種の開口部の一例を示す概略斜
視図
【図５】図３で示す画素ユニットの切断面Ａ－Ａ´で表される構成を示す概略断面図
【図６】図３で示す画素ユニットの切断面Ｂ－Ｂ´で表される構成を示す概略断面図
【図７】本発明の実施形態２で表される有機ＥＬデバイスを構成する画素ユニットの一例
を表す概略構成図
【図８】本発明に適用可能な有機ＥＬ素子の構成の一例を示す概略断面図
【図９】図３で表される画素ユニット(実施形態１)の製造プロセスの一例を示す概略フロ
ー図その１
【図１０】図３で表される画素ユニット(実施形態１)の製造プロセスの一例を示す概略フ
ロー図その２
【図１１】湿式塗布方式の一例であるインクジェット印刷方式の一例を示す概略図
【図１２】インクジェット印刷方式に適用可能なインクジェットヘッドの構造の一例を示
す概略斜視図と底面図
【発明を実施するための形態】
【００３６】
　本発明の有機エレクトロルミネッセンスデバイスは、複数の有機エレクトロルミネッセ
ンス素子を含む画素ユニットを有し、前記有機エレクトロルミネッセンス素子が、基材上
に、少なくとも、第１電極と、発光層を含む有機機能層と、第２電極とを有し、前記画素
ユニットが、発光色が異なる複数の前記有機エレクトロルミネッセンス素子を同一面上に
配置した構成を有し、かつ、複数の前記有機エレクトロルミネッセンス素子のそれぞれの
第１電極に電圧を印加するバスラインと、前記有機エレクトロルミネッセンス素子のそれ
ぞれに印加する電圧を調整する抵抗値を有する導電部材と、前記有機エレクトロルミネッ
センス素子に電圧を印加する印加電源部と、を有することを特徴とする。この特徴は、下
記各実施形態に係る発明に共通する技術的特徴である。
【００３７】
　本発明の実施形態としては、本発明の目的とする効果をより発現できる観点から、前記
抵抗値を有する二つ以上の前記導電部材が、一方の前記バスラインの結合部と前記有機エ
レクトロルミネッセンス素子のそれぞれの前記第１電極の引出電極との間に配置されてい
る実施形態１であることが、より発光品質の低下や発光輝度差の発現を抑制することがで
きる点で、好ましい構成である。
【００３８】
　また、前記抵抗値を有する二つ以上の導電部材が、前記バスラインと前記印加電源部と
の間に配置されている実施形態２とすることにより、より簡易な構成で、光品質の低下や
発光輝度差の発現を抑制することができる有機ＥＬデバイスを得ることができる点で好ま
しい。
【００３９】
　また、具体的には、バスラインに接続されている二つ以上の前記導電部材が、二つ以上
の前記有機エレクトロルミネッセンス素子間に印加する電圧の差が０．３Ｖ以内となるよ
うに調整するための異なる抵抗値を有していることが、発光色の異なる複数の有機ＥＬ素
子間の発光輝度差を縮小することができ、安定した品質を得ることができる点で好ましい
。
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【００４０】
　前記基材上に開口部を有する絶縁層が設けられ、前記開口部に、少なくとも前記有機エ
レクトロルミネッセンス素子又は前記導電部材が配置されていることが、各有機ＥＬ素子
間、又は導電部材間を完全に分離することにより、短絡等を効果的に防止でき、安定した
駆動を実現することができる点で好ましい。
【００４１】
　また、導電部材が、少なくともポリ（３，４－エチレンジオキシチオフェン）とポリス
チレンスルホン酸との複合物を含有することが、湿式塗布適性を付与でき、簡便な方法で
、所望の抵抗値を有する導電部材を形成することができる点で好ましい。
【００４２】
　また、前記画素ユニットが、格子状の前記バスラインで囲まれた複数の領域内にそれぞ
れ配置されている構成であることが、高精細な静止画像を表示することができる点で好ま
しい態様である。
【００４３】
　また、本発明の有機ＥＬデバイスは、駆動方法を簡便な構成とし、複数の発光色を均一
で安定した発光を可能とするものであり、特に、屋外広告やポスター等の静止画像表示分
野に有効に適用することができる。
【００４４】
　本発明の有機ＥＬデバイスの製造方法は、少なくとも有機エレクトロルミネッセンス素
子のそれぞれに印加する電圧を調整する抵抗値を有する導電部材を、湿式塗布方式により
形成することが、製造手段として大型設備を必要とせず、低コストで安定して製造するこ
とができる。
【００４５】
　さらに、少なくとも、絶縁層、有機エレクトロルミネッセンス素子、第１電極用の引出
電極、バスラインの結合部及びバスラインを、湿式塗布方式により形成すること、湿式塗
布方式として、インクジェット印刷方式を適用することがより好ましい実施形態である。
【００４６】
　以下、本発明の構成要素、及び本発明を実施するための形態について、図を交えて詳細
な説明をする。なお、本願において、数値範囲を表す「～」は、その前後に記載される数
値を下限値及び上限値として含む意味で使用している。なお、各図の説明において、構成
要素の末尾に括弧内で記載した数字は、各図における符号を表す。
【００４７】
　《有機ＥＬデバイスの基本構成》
　本発明の有機ＥＬデバイスは、基材上に、第１電極と、発光層を含む有機機能層と、第
２電極とを有する発光色の異なる有機ＥＬ素子を複数個有し、複数の有機ＥＬ素子のそれ
ぞれの第１電極に電圧を印加するバスラインと、有機ＥＬ素子のそれぞれに印加する電圧
を調整する抵抗値を有する導電部材と、有機ＥＬ素子に電圧を印加する印加電源部とから
構成されていることを特徴とする。
【００４８】
　はじめに、有機ＥＬデバイスの全体構成について説明する。
【００４９】
　図１は、本発明の複数の画素ユニットより構成される有機ＥＬデバイスの全体構成の一
例を示す概略配置図（実施形態１）である。
【００５０】
　図１で示す有機ＥＬデバイス（２０）の好ましい実施形態１では、縦方向に複数のバス
ラインＶ（１４Ｖ）と、横方向に複数のバスラインＨ（１４Ｈ）を格子状に配置し、その
各ブロック内に画素ユニット（ＰＵ）を形成している。バスラインには、単一の簡単な構
成からなる印加電源（１８）が接続され、単一条件の電圧を印加する。
【００５１】
　ここでいう「バスライン」とは、その詳細は後述するが、印加電源より、各有機ＥＬ素
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子に電力を供給するための信号線である。また、「導電部材」とは、抵抗値を調整するこ
とが可能な導電性材料で、異なる抵抗値を有し、各有機ＥＬ素子への付与電圧を調整する
機能を有している。
【００５２】
　Ａ行及びＤ行の１列目～４列目までは、例えば、後述する図３に示す画素ユニット（Ｐ
Ｕ）と同一構成で、三つの有機ＥＬ素子（ＥＬＲ、ＥＬＧ、ＥＬＢ）と各有機ＥＬ素子と
バスライン間にそれぞれ導電部材（１６Ｒ、１６Ｇ、１６Ｂ）が配置されている構成で、
主に、白発光表示する画素ユニット（ＰＵ）群である。
【００５３】
　これに対し、導電部材（１６Ｒ、１６Ｇ、１６Ｂ）の形成を行わないことにより、各発
光色の表示が可能となる。Ｂ行－１列では、赤発光有機ＥＬ素子のみ、導電部材（１６Ｒ
）を設けて赤発光させ、同様にＢ行－２列目では緑発光、Ｂ行－３列目は青発光させる。
【００５４】
　Ｃ行－１列目では、赤発光有機ＥＬ素子系列のみ導電部材の形成を行わないことにより
、シアン発光させ、同様に、Ｃ行－２列目ではマゼンタ発光、Ｃ行－３列目はイエロー発
光させる。また、全ての導電部材（１６Ｒ、１６Ｇ、１６Ｂ）を除くことにより、黒表示
を行う。本発明の機ＥＬデバイス（２０）では、静止画像の表示分野への適用が有効であ
り、上記のような構成とすることが好ましい。
【００５５】
　図２は、本発明の有機ＥＬデバイスの代表的な構成である実施形態１と実施形態２を構
成する有機ＥＬ素子系列の基本的構成を示す概略図である。
【００５６】
　第１の好ましい形態である実施形態１は、画素ユニット（ＰＵ）が、格子状の前記バス
ライン（１４）で囲まれた複数の領域内にそれぞれ配置されている。
【００５７】
　図２の（ａ）に示す構成は、有機ＥＬデバイスを構成する画素ユニット（ＰＵ）におい
て、一つの有機ＥＬ素子、例えば、図１に記載の赤発光の有機ＥＬ素子（ＥＬＲ）を含む
構成を示すものであり、特定の抵抗値を有する導電部材（１６）が、バスライン（１４）
と有機ＥＬ素子（ＥＬ）のそれぞれの第１電極の引出電極（１７）との間に配置されてい
る構成である。
【００５８】
　第２の好ましい形態である実施形態２は、図２の（ｂ）で示すように、本発明に係る特
定の抵抗値を有する導電部材（１６）が、有機ＥＬ素子（ＥＬ）上に形成されているバス
ライン（１４）と印加電源部（１８）との間に配置されている構成である。図２の（ｂ）
でも、例えば、後述の図７に示すような、有機ＥＬ素子を含む一つの系列構成を示してい
る。
【００５９】
　次いで、本発明に係る実施形態１及び実施形態２で表される各有機ＥＬデバイスの詳細
な構成について、図を交えて説明する。
【００６０】
　（実施形態１）
　図３は、本発明の有機ＥＬデバイスを構成する画素ユニットの実施形態１の具体的な構
成の一例を示す概略上面図である。
【００６１】
　図３には、有機ＥＬデバイスを構成する一つの画素ユニット（ＰＵ）の構成を示してあ
る。
【００６２】
　図３で示すように、本発明の実施形態１で表される有機ＥＬデバイスは、基材（不図示
）上に、縦方向に配置されているバスラインＶ（１４Ｖ）と、横方向に配置されているバ
スラインＨ（１４Ｈ）とが格子状に交差して形成される領域内に、画素ユニット（ＰＵ）
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を形成する。
【００６３】
　画層ユニット（ＰＵ）は、少なくとも発光色が異なる複数の有機ＥＬ素子（ＥＬ）、図
３では、赤発光の有機ＥＬ素子（ＥＬＲ）、緑発光の有機ＥＬ素子（ＥＬＧ）及び青発光
の有機ＥＬ素子（ＥＬＢ）の三つの有機ＥＬ素子が、同一平面上に配置されている。これ
らの各有機ＥＬ素子の第１電極を除く有機機能層ユニットは、各開口部（１１Ａ、１１Ｂ
、１１Ｃ）の全面に、同一面積で形成されている。
【００６４】
　各有機ＥＬ素子（ＥＬＲ、ＥＬＧ、ＥＬＢ）を構成する第１電極（２）は、その一方の
端部から第１電極の引出電極（１７）が延長して形成されており、第１電極の引出電極（
１７）の一方の端部が抵抗値を有する導電部材（１６Ｒ、１６Ｇ、１６Ｂ）の下部で接続
している。詳細な構成については、図５で説明する。
【００６５】
　この各導電部材（１６Ｒ、１６Ｇ、１６Ｂ）は、印加電源（１８）に接続されて一定の
電圧が印加されている単一のバスラインＶ（１４Ｖ）より、バスラインＨを経由してそれ
ぞれ最適の発光を得るための電圧が異なる各有機ＥＬ素子（ＥＬＲ、ＥＬＧ、ＥＬＢ）に
最適の電圧を印加する機能を有しており、それぞれ導電部材は印加する電圧を調整するた
め個別の抵抗値を有している。導電部材とバスラインの具体的な接続構造についても、後
述の図５で説明する。
【００６６】
　各導電部材に付与される抵抗値は、有機ＥＬ素子の特性や発光面積により異なるが、お
おむね１～５００Ωの範囲内であり、好ましくは２～３００Ωの範囲内であり、更に好ま
しくは５～１５０Ωの範囲内である。
【００６７】
　一方、横方向に配置されているバスラインＨ（１４Ｈ）と、抵抗値の異なる各導電部材
（１６Ｒ、１６Ｇ、１６Ｂ）とは、図３で示すような構成で接続されている。
【００６８】
　基材（不図示）上に形成されている絶縁層（１３）面には、二つの開放部として、有機
ＥＬ素子（ＥＬＲ、ＥＬＧ、ＥＬＢ）形成用の有機ＥＬ素子形成用開口部（１１Ａ、１１
Ｂ、１１Ｃ）と、各導電部材（１６Ｒ、１６Ｇ、１６Ｂ）を形成する導電部材形成用開口
部（１２Ａ、１２Ｂ、１２Ｃ）が設けられている。なお、図３においては、第２電極の記
載は省略してある。
【００６９】
　図４は、基材上に形成した絶縁層と、絶縁層面に形成した２種の開口部（１１、１２）
の一例を示す概略斜視図である。
【００７０】
　一つ開口部は、各有機ＥＬ素子（ＥＬＲ、ＥＬＧ、ＥＬＢ）がその全面に配置されてい
る有機ＥＬ素子形成用開口部（１１）である。
【００７１】
　もう一方の開口部は、導電部材（１６Ｒ、１６Ｇ、１６Ｂ）を全面に配置するための導
電部材形成用開口部（１２）である。
【００７２】
　図４で示すような各開口部の形成方法は、基材（１）上に、バスライン（１４）、第１
電極（２）、その引出電極（１７）等を形成した後、有機ＥＬ素子形成用開口部（１１）
と、導電部材形成用開口部（１２）を形成する領域以外に絶縁層（１３）を形成する。詳
細については後述する図９及び図１０で示す。
【００７３】
　この各開口部（１１及び１２）を介して、有機ＥＬ素子（ＥＬ）の有機機能性ユニット
（Ｕ）や、導電部材（１６）を、例えば、湿式塗布方式等を用いて形成する。
【００７４】
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　この開口部を湿式塗布方式、例えば、インクジェット印刷方式を用いた有機ＥＬデバイ
スの形成方法では、各構成部位を、マスク等を介しての形成が不要となり、所定の位置に
、高い精度でかつ簡便な装置により形成することができる。
【００７５】
　以上説明したように、本発明の有機ＥＬデバイスの実施形態１の特徴は、縦及び横方向
に配置した格子状のバスラインで囲まれた複数の領域内にそれぞれ画素ユニットを配置し
、抵抗値を有する導電部材を、バスラインと有機ＥＬ素子の第１電極の引出電極との間に
配置する。そして、共通のバスラインより電圧を印加し、次いで、各有機ＥＬ素子に印加
する電圧を調整するそれぞれ異なる抵抗値を有する導電部材により各有機ＥＬ素子の発光
条件を制御することにより、ＴＦＴ等の複雑な発光制御を必要とせずに、簡易な方法で、
発光を制御する方法である。本発明の有機ＥＬデバイスでは、各画素ユニットでの発光は
、動画等の表示するための可変発光方式ではなく、ポスター等で代表される静止画像を表
示することを主なターゲットしているため、簡便な制御方法で、かつ大型設備を必要とし
ない湿式塗布方式で作製することができるため、低コストで製造することが可能となった
。
【００７６】
　次いで、実施形態１で表される有機ＥＬデバイスについて、その具体的な構成について
説明する。
【００７７】
　図５は、図３で示す画素ユニット（ＰＵ）の切断面Ａ－Ａ´における構成を表す概略断
面図であり、基材（１）上に設けた２本のバスライン（１４Ｈ）間に、一つの画素ユニッ
ト（ＰＵ）を形成している実施形態１の一例を示してある。
【００７８】
　詳細な製造フローは後述するが、図５で示すように、基材（１）上の横方向に、２本の
バスラインＨ（１４Ｈ）が形成されている。
【００７９】
　また、有機ＥＬ素子の発光領域（ＬＡ）には、有機ＥＬ素子用の第１電極（２）、有機
機能層ユニット（Ｕ）、第２電極（６）が形成されている。
【００８０】
　また、図５で示すように、基材（１）上の有機ＥＬ素子形成用開口部（１１）と導電部
材形成用開口部（１２）を除く領域には、絶縁層（１３Ａ、１３Ｂ、１３Ｃ）が形成され
ている。
【００８１】
　有機ＥＬ素子の具体的な構成としては、バスラインＨ（１４Ｈ）を有する側には、有機
ＥＬ素子形成用開口部（１１）から絶縁層（１３Ａ）に入り込む形態で、第１電極（２）
が形成され、第１電極の端部が有機ＥＬ素子形成用開口部（１１）に露出しないような構
成としている。また、第１電極の他方側は、第１電極の引出電極（１７）が延長されてお
り、導電部材形成用開口部（１２）にその端部が露出するように形成されている。
【００８２】
　有機ＥＬ素子形成用開口部（１１）の全面には、発光層を含む有機機能層ユニット（Ｕ
）が形成されている。一方、導電部材形成用開口部（１２）には、第１電極の引出電極（
１７）の端部と、バスラインＨ（１４Ｈ）の端部とを被覆接続する構成で、所望の抵抗値
を有する導電部材（１６）が全面に形成されている。
【００８３】
　この導電部材（１６）を形成した導電部材形成用開口部（１２）の上部は、その後に形
成する第２電極（７、陰極）と導電部材（１６）との短絡を防止するための絶縁層（１３
Ｄ）が設けられている。
【００８４】
　有機ＥＬ素子形成用開口部（１１）と、導電部材形成用開口部（１２）の上部には、第
２電極（７、陰極）が全面に形成され、その全域を被覆する構成で、封止用接着層（７）
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と、最表部に封止基板（８）が設けられて、有機ＥＬデバイス（２０）を構成している。
【００８５】
　このような構成においては、第１電極（２）、有機機能層ユニット（Ｕ）及び第２電極
（７）の全てが存在する領域が、発光エリア（ＬＡ）である。
【００８６】
　図６は、図３で示す画素ユニットの切断面Ｂ－Ｂ´における構成を表す概略断面図で、
基材（１）上に、三つの有機ＥＬ素子が同一平面上に配置されている実施形態１の構成例
を示してある。
【００８７】
　図６では、基材（１）上に、絶縁層（１３）で被覆されている一対の縦のバスラインＶ
（１４Ｖ）間に、三つの有機ＥＬ素子形成用開口部（１１Ａ、１１ＢＢ、１１Ｃ）を有し
、それぞれの有機ＥＬ素子形成用開口部の全域に赤発光有機ＥＬ素子（ＥＬＲ）、緑発光
有機ＥＬ素子（ＥＬＧ）、青発光有機ＥＬ素子（ＥＬＢ）が形成され、各有機ＥＬ素子間
には絶縁層（１３、バンクともいう。）が設けられ、各有機ＥＬ素子の形成領域を分離し
ている。この時、図７と同様に、各第１電極（２）は、有機ＥＬ素子形成用開口部より広
くし、その端部が絶縁層（１３）内に位置するように形成されている。
【００８８】
　これらの有機ＥＬ素子形成用開口部（１１Ａ、１１ＢＢ、１１Ｃ）上には、共通の第２
電極（６、陰極）が形成され、更にその上部に、全域を被覆する構成で、封止用接着層（
７）と、最表部に封止基板（８）が設けられて、有機ＥＬデバイス（２０）を構成してい
る。
【００８９】
　（実施形態２）
　本発明の有機ＥＬデバイスの実施形態２としては、抵抗値を有する導電部材が、バスラ
インと印加電源部との間に配置されている構成を挙げることができる。
【００９０】
　図７は、本発明の実施形態２で表される有機ＥＬデバイスを構成する画素ユニットの一
例を表す概略側面図である。
【００９１】
　図７に示すように、各有機ＥＬ素子（ＥＬＲ、ＥＬＧ、ＥＬＢ）の第１電極の全面と接
触する形態でバスライン（１４）を形成し、各バスライン（１４）の端部が導電部材（１
６Ｒ、１６Ｇ、１６Ｂ）に接続され、各導電部材（１６Ｒ、１６Ｇ、１６Ｂ）には、印加
電源（１８）より電圧が供給される。実施形態１と同様に、印加電源より供給される単一
条件の電圧に対し、それぞれ抵抗値の異なる導電部材を介して、各有機ＥＬ素子の最適の
電圧に調整して、バスラインを介して供給する方法である。
【００９２】
　その他の付随する条件は、実施形態１で説明した方法を適宜選択して適用することがで
きる。
【００９３】
　《有機ＥＬデバイスの構成材料》
　次いで、上記説明した有機ＥＬデバイスの各構成要素の詳細について説明する。
【００９４】
　［有機ＥＬ素子の基本構成］
　はじめに、有機ＥＬ素子の基本的な構成について、図を交えて説明する。
【００９５】
　図８は、本発明に適用可能な有機ＥＬ素子の有機機能層ユニットを含めた基本的な構成
を示す概略断面図である。
【００９６】
　図８で示す本発明に係る有機ＥＬ素子（ＥＬ）は、光透過性を有する基材（１）、例え
ば、ガラス基材又はフレキシブル性樹脂基材上に、第１電極（２）、発光層（４）及び二
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つの有機機能層群（３及び５）を積層した構造の有機機能層ユニット（Ｕ）、第２電極（
６）等の構成を示してある。
【００９７】
　図８において、光透過性を有する基材（１）上の発光エリア（ＬＡ）に、第１電極とし
て陽極（２）を形成されている。第１電極（２）の一方の端部は、前記図５で示したよう
に、絶縁層内部に形成されている。他方の側では、第１電極（２）が延長されて、第１電
極の引出電極（１７）を構成している。この発光エリア（ＬＡ）は、有機ＥＬ素子形成用
開口部（１１）に同一領域である。
【００９８】
　一方、陽極（２）の上部の有機ＥＬ素子形成用開口部（１１）の全領域には、例えば、
正孔注入層、正孔輸送層等から構成される第１の有機機能層群１（３）、発光層（４）及
び、例えば、電子輸送層、電子注入層等から構成される第２の有機機能層群２（５）が積
層されて、有機機能層ユニット（Ｕ）を構成している。
【００９９】
　そして、有機機能層ユニット（Ｕ）を含めた上面領域に、第２電極として、陰極（６）
が全面にわたり設けられている。そして、上記積層体全体を被覆する構造で、封止用接着
層（７）及び封止基板（８）が設けられて、有機ＥＬ素子（ＥＬ）を構成している。
【０１００】
　有機ＥＬ素子（ＥＬ）における発光エリア（ＬＡ）とは、図８で示すように、第１電極
である陽極（２）と、有機機能層ユニット（Ｕ）、特には発光層（４）と、第２電極であ
る陰極（６）の全てが、同一面上に存在する領域をいう。
【０１０１】
　［有機ＥＬ素子の構成要素］
　はじめに、本発明の有機ＥＬデバイスを構成する有機ＥＬ素子の各構成要素の詳細につ
いて説明する。
【０１０２】
　はじめに、本発明に適用が可能な有機ＥＬ素子（ＥＬ）の構成の一例を示すが、これら
の構成に限定されるものではない。なお、括弧内に記載している数字は、図８で示した有
機ＥＬ素子の各構成要素の符号に相当する。
【０１０３】
　（ｉ）第１電極（２、陽極）／発光層（４）／第２電極（６、陰極）
　（ii）第１電極（２、陽極）／有機機能層ユニット（Ｕ）〔有機機能層群１（３、正孔
注入輸送層）／発光層（４）／有機機能層群２（５）〕／第２電極（６、陰極）
　（iii）第１電極（２、陽極）／有機機能層ユニット（Ｕ）〔有機機能層群１（３、正
孔注入層／正孔輸送層）／発光層（４）／有機機能層群２（５、電子輸送層／電子注入層
）〕／第２電極（６、陰極）
　（iv）第１電極（２、陽極）／有機機能層ユニット（Ｕ）〔有機機能層群１（３、正孔
注入層／正孔輸送層／電子阻止層）／発光層（４）／有機機能層群２（５、正孔阻止層／
電子輸送層／電子注入層）〕／第２電極（６、陰極）
　本発明に適用可能な有機ＥＬ素子の概要については、例えば、特開２０１３－１５７６
３４号公報、特開２０１３－１６８５５２号公報、特開２０１３－１７７３６１号公報、
特開２０１３－１８７２１１号公報、特開２０１３－１９１６４４号公報、特開２０１３
－１９１８０４号公報、特開２０１３－２２５６７８号公報、特開２０１３－２３５９９
４号公報、特開２０１３－２４３２３４号公報、特開２０１３－２４３２３６号公報、特
開２０１３－２４２３６６号公報、特開２０１３－２４３３７１号公報、特開２０１３－
２４５１７９号公報、特開２０１４－００３２４９号公報、特開２０１４－００３２９９
号公報、特開２０１４－０１３９１０号公報、特開２０１４－０１７４９３号公報、特開
２０１４－０１７４９４号公報等に記載されている構成を挙げることができる。
【０１０４】
　また、タンデム型の有機ＥＬ素子の具体例としては、例えば、米国特許第６３３７４９
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２号明細書、米国特許第７４２０２０３号明細書、米国特許第７４７３９２３号明細書、
米国特許第６８７２４７２号明細書、米国特許第６１０７７３４号明細書、米国特許第６
３３７４９２号明細書、特開２００６－２２８７１２号公報、特開２００６－２４７９１
号公報、特開２００６－４９３９３号公報、特開２００６－４９３９４号公報、特開２０
０６－４９３９６号公報、特開２０１１－９６６７９号公報、特開２００５－３４０１８
７号公報、特許第４７１１４２４号公報、特許第３４９６６８１号公報、特許第３８８４
５６４号公報、特許第４２１３１６９号公報、特開２０１０－１９２７１９号公報、特開
２００９－０７６９２９号公報、特開２００８－０７８４１４号公報、特開２００７－０
５９８４８号公報、特開２００３－２７２８６０号公報、特開２００３－０４５６７６号
公報、国際公開第２００５／００９０８７号、国際公開第２００５／０９４１３０号等に
記載の素子構成や構成材料等が挙げられるが、本発明はこれらに限定されない。
【０１０５】
　更に、有機ＥＬ素子を構成する各層について説明する。
【０１０６】
　〔基材〕
　有機ＥＬ素子（ＥＬ）に適用可能な基材（１）としては、特に制限はなく、例えば、ガ
ラス、樹脂基材等の種類を挙げることができ、好ましくは、有機ＥＬ素子にフレキシブル
性を付与することができる観点からフレキシブル性樹脂基材である。
【０１０７】
　本発明に適用可能なフレキシブル性を備えた樹脂基材を構成する樹脂材料としては、例
えば、ポリエチレンテレフタレート（略称：ＰＥＴ）、ポリエチレンナフタレート（略称
：ＰＥＮ）等のポリエステル、ポリエチレン、ポリプロピレン、セロファン、セルロース
ジアセテート、セルローストリアセテート（略称：ＴＡＣ）、セルロースアセテートブチ
レート、セルロースアセテートプロピオネート（略称：ＣＡＰ）、セルロースアセテート
フタレート、セルロースナイトレート等のセルロースエステル類及びそれらの誘導体、ポ
リ塩化ビニリデン、ポリビニルアルコール、ポリエチレンビニルアルコール、シンジオタ
クティックポリスチレン、ポリカーボネート（略称：ＰＣ）、ノルボルネン樹脂、ポリメ
チルペンテン、ポリエーテルケトン、ポリイミド、ポリエーテルスルホン（略称：ＰＥＳ
）、ポリフェニレンスルフィド、ポリスルホン類、ポリエーテルイミド、ポリエーテルケ
トンイミド、ポリアミド、フッ素樹脂、ナイロン、ポリメチルメタクリレート、アクリル
及びポリアリレート類、アートン（商品名、ＪＳＲ社製）及びアペル（商品名、三井化学
社製）等のシクロオレフィン系樹脂等を挙げることができる。
【０１０８】
　これら樹脂基材のうち、コストや入手の容易性の点では、ポリエチレンテレフタレート
（略称：ＰＥＴ）、ポリブチレンテレフタレート、ポリエチレンナフタレート（略称：Ｐ
ＥＮ）、ポリカーボネート（略称：ＰＣ）等のフィルムがフレキシブル性を有する樹脂基
材として好ましく用いられる。
【０１０９】
　また、上記の樹脂基材は、未延伸フィルムでもよく、延伸フィルムでもよい。
【０１１０】
　本発明に適用可能な樹脂基材は、従来公知の一般的な製膜方法により製造することが可
能である。例えば、材料となる樹脂材料を押出機により加熱溶融し、環状ダイやＴダイに
より押し出して急冷することにより、実質的に無定形で配向していない未延伸の樹脂基材
を製造することができる。また、未延伸の樹脂基材を一軸延伸、テンター式逐次二軸延伸
、テンター式同時二軸延伸、チューブラー式同時二軸延伸等の公知の方法により、樹脂基
材の搬送方向（縦軸方向、ＭＤ方向）、又は樹脂基材の搬送方向と直角の方向（横軸方向
、ＴＤ方向）に延伸することにより、延伸樹脂基材を製造することができる。この場合の
延伸倍率は、樹脂基材の原料となる樹脂に合わせて適宜選択することできるが、縦軸方向
及び横軸方向にそれぞれ２～１０倍の範囲内であることが好ましい。
【０１１１】



(15) JP 2019-87503 A 2019.6.6

10

20

30

40

50

　樹脂基材の厚さとしては、３～２００μｍの範囲内にある薄膜の樹脂基材であることが
好ましく、より好ましくは１０～１５０μｍの範囲内であり、特に好ましくは、２０～１
２０μｍの範囲内である。
【０１１２】
　また、本発明に適用可能な光透過性を有する基材であるガラス基材としては、例えば、
ソーダ石灰ガラス、バリウム・ストロンチウム含有ガラス、鉛ガラス、アルミノケイ酸ガ
ラス、ホウケイ酸ガラス、バリウムホウケイ酸ガラス、石英等を挙げることができる。
【０１１３】
　〔第１電極：陽極〕
　有機ＥＬ素子を構成する第１電極（以下、陽極ともいう）としては、酸化物半導体又は
薄膜の金属若しくは合金で構成されていることが好ましい形態であり、例えば、Ａｇ、Ａ
ｕ等の金属又は金属を主成分とする合金、ＣｕＩ、あるいはインジウム・スズの複合酸化
物（ＩＴＯ）、ＳｎＯ２及びＺｎＯ等の酸化物半導体を挙げることができる。
【０１１４】
　陽極を、銀を主成分として構成する場合、銀の純度としては、９９％以上であることが
好ましい。また、銀の安定性を確保するためにパラジウム（Ｐｄ）、銅（Ｃｕ）及び金（
Ａｕ）等が添加されていてもよい。
【０１１５】
　陽極として銀を主成分として構成する場合には、銀単独で形成しても、又は銀（Ａｇ）
を含有する合金から構成されていてもよい。そのような合金としては、例えば、銀・マグ
ネシウム（Ａｇ・Ｍｇ）、銀・銅（Ａｇ・Ｃｕ）、銀・パラジウム（Ａｇ・Ｐｄ）、銀・
パラジウム・銅（Ａｇ・Ｐｄ・Ｃｕ）、銀・インジウム（Ａｇ・Ｉｎ）などが挙げられる
。
【０１１６】
　上記陽極を構成する各構成材料の中でも、本発明に係る有機ＥＬ素子を構成する陽極と
しては、インジウム・スズの複合酸化物（ＩＴＯ）又は銀を主成分として構成し、厚さが
２～２０ｎｍの範囲内にある光透過性を有する陽極とすることが好ましく、より好ましく
は厚さが４～１２ｎｍの範囲内である。厚さが２０ｎｍ以下であれば、光透過性を有する
陽極の吸収成分及び反射成分が低く抑えられ、高い光透過率が維持されるため好ましい。
【０１１７】
　本発明でいうインジウム・スズの複合酸化物（ＩＴＯ）又は銀を主成分として構成され
ている層とは、陽極中のＩＴＯ又は銀の含有量が６０質量％以上であることをいい、好ま
しくは８０質量％以上であり、より好ましくは９０質量％以上であり、特に好ましくはＩ
ＴＯ又は銀の含有量が９８質量％以上である。また、本発明に係る光透過性を有する陽極
でいう「光透過性」とは、波長５５０ｎｍでの光透過率が５０％以上であることをいう。
【０１１８】
　光透過性を有する陽極においては、ＩＴＯ又は銀が主成分として構成されている層が、
必要に応じて複数の層に分けて積層された構成であっても良い。
【０１１９】
　また、本発明においては、陽極が、銀を主成分として構成する光透過性を有する陽極で
ある場合には、形成する光透過性を有する陽極の銀膜の均一性を高める観点から、その下
部に、下地層を設けることができる。下地層としては、特に制限はないが、窒素原子又は
硫黄原子を有する有機化合物を含有する層であることが好ましく、当該下地層上に、光透
過性を有する陽極を形成する方法が好ましい態様である。
【０１２０】
　また、本発明に係る第１電極の引出電極（１７）は、上記第１電極を延長する形態で同
様の材料で形成する。本発明においては、第１電極（２）と引出電極（１７）との区別は
、発光領域を構成する電極を第１電極（２）と定義し、それ以外で導電部材（１６）と接
続する電極を引出電極（１７）と定義する。
【０１２１】
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　〔発光層〕
　有機ＥＬ素子（ＥＬ）を構成する発光層（４）には、発光材料としてリン光発光性化合
物、又は蛍光発光性化合物を用いることができるが、本発明においては、特に、発光材料
としてリン光発光化合物が含有されている構成が好ましい。
【０１２２】
　この発光層は、電極又は電子輸送層から注入された電子と、正孔輸送層から注入された
正孔とが再結合して発光する層であり、発光する部分は発光層の層内であっても発光層と
隣接する層との界面であってもよい。
【０１２３】
　このような発光層としては、含まれる発光材料が発光要件を満たしていれば、その構成
には特に制限はない。
【０１２４】
　発光層の厚さの総和は、１～１００ｎｍの範囲内にあることが好ましく、より低い駆動
電圧を得ることができることから１～３０ｎｍの範囲内がさらに好ましい。なお、発光層
の厚さの総和とは、発光層間に非発光性の中間層が存在する場合には、当該中間層も含む
厚さである。
【０１２５】
　また発光層は、複数の発光材料を混合してもよく、リン光発光材料と蛍光発光材料（蛍
光ドーパント、蛍光性化合物ともいう）とを同一発光層中に混合して用いてもよい。発光
層の構成としては、ホスト化合物（発光ホスト等ともいう）及び発光材料（発光ドーパン
トともいう。）を含有し、発光材料より発光させることが好ましい。
【０１２６】
　以上のような発光層は、後述する発光材料やホスト化合物を、例えば、真空蒸着法、ス
ピンコート法、キャスト法、クラビアコート法、ＬＢ法（ラングミュア・ブロジェット、
Ｌａｎｇｍｕｉｒ　Ｂｌｏｄｇｅｔｔ法）及びインクジェット印刷法等の公知の方法によ
り形成することができるが、本発明においては、ピンコート法、キャスト法、クラビアコ
ート法、インクジェット印刷方式等の湿式塗布方式で形成することが好ましく、特に、イ
ンクジェット印刷方式で形成することが好ましい。
【０１２７】
　〈ホスト化合物〉
　発光層に含有されるホスト化合物としては、室温（２５℃）におけるリン光発光のリン
光量子収率が０．１未満の化合物が好ましい。さらにリン光量子収率が０．０１未満であ
ることが好ましい。また、発光層に含有される化合物の中で、その層中での体積比が５０
％以上であることが好ましい。
【０１２８】
　ホスト化合物としては、公知のホスト化合物を単独で用いてもよく、又は複数種のホス
ト化合物を用いてもよい。ホスト化合物を複数種用いることで、電荷の移動を調整するこ
とが可能であり、有機電界発光素子を高効率化することができる。また、後述する発光材
料を複数種用いることで、異なる発光を混ぜることが可能となり、これにより任意の発光
色を得ることができる。
【０１２９】
　発光層に用いられるホスト化合物としては、従来公知の低分子化合物でも、繰り返し単
位をもつ高分子化合物でもよく、ビニル基やエポキシ基のような重合性基を有する低分子
化合物（蒸着重合性発光ホスト）でもよい。
【０１３０】
　本発明に適用可能なホスト化合物としては、例えば、特開２００１－２５７０７６号公
報、同２００１－３５７９７７号公報、同２００２－８８６０号公報、同２００２－４３
０５６号公報、同２００２－１０５４４５号公報、同２００２－３５２９５７号公報、同
２００２－２３１４５３号公報、同２００２－２３４８８８号公報、同２００２－２６０
８６１号公報、同２００２－３０５０８３号公報、米国特許出願公開第２００５／０１１
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２４０７号明細書、米国特許出願公開第２００９／００３０２０２号明細書、国際公開第
２００１／０３９２３４号、国際公開第２００８／０５６７４６号、国際公開第２００５
／０８９０２５号、国際公開第２００７／０６３７５４号、国際公開第２００５／０３０
９００号、国際公開第２００９／０８６０２８号、国際公開第２０１２／０２３９４７号
、特開２００７－２５４２９７号公報、欧州特許第２０３４５３８号明細書等に記載され
ている化合物を挙げることができる。
【０１３１】
　〈発光材料〉
　本発明で用いることのできる発光材料としては、リン光発光性化合物（リン光性化合物
、リン光発光材料又はリン光発光ドーパントともいう。）及び蛍光発光性化合物（蛍光性
化合物又は蛍光発光材料ともいう。）が挙げられるが、特に、リン光発光性化合物を用い
ることが、高い発光効率を得ることができる観点から好ましい。
【０１３２】
　〈１〉リン光発光性化合物
　リン光発光性化合物とは、励起三重項からの発光が観測される化合物であり、具体的に
は室温（２５℃）でリン光発光する化合物であり、リン光量子収率が２５℃において０．
０１以上の化合物であると定義されるが、好ましいリン光量子収率が０．１以上の化合物
である。
【０１３３】
　上記リン光量子収率は、第４版実験化学講座７の分光IIの３９８頁（１９９２年版、丸
善）に記載の方法により測定できる。溶液中でのリン光量子収率は、種々の溶媒を用いて
測定できるが、本発明においてリン光発光性化合物を用いる場合、任意の溶媒のいずれか
において、上記リン光量子収率として０．０１以上が達成されればよい。
【０１３４】
　リン光発光性化合物は、一般的な有機ＥＬ素子の発光層に使用される公知のものの中か
ら適宜選択して用いることができるが、好ましくは元素の周期表で８～１０族の金属を含
有する錯体系化合物であり、さらに好ましくはイリジウム化合物、オスミウム化合物、白
金化合物（白金錯体系化合物）又は希土類錯体であり、中でも最も好ましいのはイリジウ
ム化合物である。
【０１３５】
　本発明においては、少なくとも一つの発光層が、２種以上のリン光発光性化合物が含有
されていてもよく、発光層におけるリン光発光性化合物の濃度比が発光層の厚さ方向で変
化している態様であってもよい。
【０１３６】
　本発明に使用できる公知のリン光発光性化合物の具体例としては、以下の文献に記載さ
れている化合物等が挙げられる。
【０１３７】
　Ｎａｔｕｒｅ　３９５，１５１（１９９８）、Ａｐｐｌ．Ｐｈｙｓ．Ｌｅｔｔ．７８，
　１６２２（２００１）、Ａｄｖ．Ｍａｔｅｒ．１９，７３９（２００７）、Ｃｈｅｍ．
Ｍａｔｅｒ．１７，３５３２（２００５）、Ａｄｖ．Ｍａｔｅｒ．１７，１０５９（２０
０５）、国際公開第２００９／１００９９１号、国際公開第２００８／１０１８４２号、
国際公開第２００３／０４０２５７号、米国特許出願公開第２００６／８３５４６９号明
細書、米国特許出願公開第２００６／０２０２１９４号明細書、米国特許出願公開第２０
０７／００８７３２１号明細書、米国特許出願公開第２００５／０２４４６７３号明細書
等に記載の化合物を挙げることができる。
【０１３８】
　また、Ｉｎｏｒｇ．Ｃｈｅｍ．４０，１７０４（２００１）、Ｃｈｅｍ．Ｍａｔｅｒ．
１６，２４８０（２００４）、Ａｄｖ．Ｍａｔｅｒ．１６，２００３（２００４）、Ａｎ
ｇｅｗ．Ｃｈｅｍ．Ｉｎｔ．Ｅｄ．２００６，４５，７８００、Ａｐｐｌ．Ｐｈｙｓ．Ｌ
ｅｔｔ．８６，１５３５０５（２００５）、Ｃｈｅｍ．Ｌｅｔｔ．３４，５９２（２００
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５）、Ｃｈｅｍ．Ｃｏｍｍｕｎ．２９０６（２００５）、Ｉｎｏｒｇ．Ｃｈｅｍ．４２，
１２４８（２００３）、国際公開第２００９／０５０２９０号、国際公開第２００９／０
００６７３号、米国特許第７３３２２３２号明細書、米国特許出願公開第２００９／００
３９７７６号、米国特許第６６８７２６６号明細書、米国特許出願公開第２００６／００
０８６７０号明細書、米国特許出願公開第２００８／００１５３５５号明細書、米国特許
第７３９６５９８号明細書、米国特許出願公開第２００３／０１３８６５７号明細書、米
国特許第７０９０９２８号明細書等に記載の化合物を挙げることができる。
【０１３９】
　また、Ａｎｇｅｗ．Ｃｈｅｍ．ｌｎｔ．Ｅｄ．４７，１（２００８）、Ｃｈｅｍ．Ｍａ
ｔｅｒ．１８，５１１９（２００６）、Ｉｎｏｒｇ．Ｃｈｅｍ．４６，４３０８（２００
７）、Ｏｒｇａｎｏｍｅｔａｌｌｉｃｓ　２３，３７４５（２００４）、Ａｐｐｌ．Ｐｈ
ｙｓ．Ｌｅｔｔ．７４，１３６１（１９９９）、国際公開第２００６／０５６４１８号、
国際公開第２００５／１２３８７３号、国際公開第２００６／０８２７４２号、米国特許
出願公開第２００５／０２６０４４１号明細書、米国特許第７５３４５０５号明細書、米
国特許出願公開第２００７／０１９０３５９号明細書、米国特許第７３３８７２２号明細
書、米国特許第７２７９７０４号明細書、米国特許出願公開第２００６／１０３８７４号
明細書等に記載の化合物も挙げることができる。
【０１４０】
　さらには、国際公開第２００５／０７６３８０号、国際公開第２００８／１４０１１５
号、国際公開第２０１１／１３４０１３号、国際公開第２０１０／０８６０８９号、国際
公開第２０１２／０２０３２７号、国際公開第２０１１／０５１４０４号、国際公開第２
０１１／０７３１４９号、特開２００９－１１４０８６号公報、特開２００３－８１９８
８号公報、特開２００２－３６３５５２号公報等に記載の化合物も挙げることができる。
【０１４１】
　本発明においては、好ましいリン光発光性化合物としてはＩｒを中心金属に有する有機
金属錯体が挙げられる。さらに好ましくは、金属－炭素結合、金属－窒素結合、金属－酸
素結合、金属－硫黄結合の少なくとも一つの配位様式を含む錯体が好ましい。
【０１４２】
　上記説明したリン光発光性化合物は、例えば、Ｏｒｇａｎｉｃ　Ｌｅｔｔｅｒ誌、ｖｏ
ｌ３、Ｎｏ．１６、２５７９～２５８１頁（２００１）、Ｉｎｏｒｇａｎｉｃ　Ｃｈｅｍ
ｉｓｔｒｙ，第３０巻、第８号、１６８５～１６８７頁（１９９１年）、Ｊ．Ａｍ．Ｃｈ
ｅｍ．Ｓｏｃ．，１２３巻、４３０４頁（２００１年）、Ｉｎｏｒｇａｎｉｃ　Ｃｈｅｍ
ｉｓｔｒｙ，第４０巻、第７号、１７０４～１７１１頁（２００１年）、Ｉｎｏｒｇａｎ
ｉｃ　Ｃｈｅｍｉｓｔｒｙ，第４１巻、第１２号、３０５５～３０６６頁（２００２年）
、Ｎｅｗ　Ｊｏｕｒｎａｌ　ｏｆ　Ｃｈｅｍｉｓｔｒｙ．，第２６巻、１１７１頁（２０
０２年）、Ｅｕｒｏｐｅａｎ　Ｊｏｕｒｎａｌ　ｏｆ
　Ｏｒｇａｎｉｃ　Ｃｈｅｍｉｓｔｒｙ，第４巻、６９５～７０９頁（２００４年）、さ
らにこれらの文献中に記載されている参考文献等に開示されている方法を適用することに
より合成することができる。
【０１４３】
　〈２〉蛍光発光性化合物
　蛍光発光性化合物としては、クマリン系色素、ピラン系色素、シアニン系色素、クロコ
ニウム系色素、スクアリウム系色素、オキソベンツアントラセン系色素、フルオレセイン
系色素、ローダミン系色素、ピリリウム系色素、ペリレン系色素、スチルベン系色素、ポ
リチオフェン系色素又は希土類錯体系蛍光体等が挙げられる。
【０１４４】
　〔発光層を除く有機機能層群〕
　次いで、発光層を除く有機機能層群を構成する各層の代表例として、電荷注入層、正孔
輸送層、電子輸送層及び阻止層の順に、その構成を説明する。
【０１４５】
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　（電荷注入層）
　電荷注入層は、駆動電圧低下や発光輝度向上のために、電極と発光層の間に設けられる
層のことで、「有機ＥＬ素子とその工業化最前線（１９９８年１１月３０日エヌ・ティー
・エス社発行）」の第２編第２章「電極材料」（１２３～１６６頁）にその詳細が記載さ
れており、正孔注入層と電子注入層とがある。
【０１４６】
　電荷注入層としては、一般には、正孔注入層であれば、陽極と発光層又は正孔輸送層と
の間、電子注入層であれば陰極と発光層又は電子輸送層との間に存在させることができる
が、本発明においては、光透過性を有する電極に隣接して電荷注入層を配置させることを
特徴とする。また、中間電極で用いられる場合は、隣接する電子注入層及び正孔注入層の
少なくとも一方が、本発明の要件を満たしていれば良い。
【０１４７】
　正孔注入層は、駆動電圧低下や発光輝度向上のために、一方の電極である陽極に隣接し
て配置される層であり、「有機ＥＬ素子とその工業化最前線（１９９８年１１月３０日エ
ヌ・ティー・エス社発行）」の第２編第２章「電極材料」（１２３～１６６頁）に詳細に
記載されている。
【０１４８】
　正孔注入層は、特開平９－４５４７９号公報、同９－２６００６２号公報、同８－２８
８０６９号公報等にもその詳細が記載されており、正孔注入層に用いられる材料としては
、例えば、ポルフィリン誘導体、フタロシアニン誘導体、オキサゾール誘導体、オキサジ
アゾール誘導体、トリアゾール誘導体、イミダゾール誘導体、ピラゾリン誘導体、ピラゾ
ロン誘導体、フェニレンジアミン誘導体、ヒドラゾン誘導体、スチルベン誘導体、ポリア
リールアルカン誘導体、トリアリールアミン誘導体、カルバゾール誘導体、インドロカル
バゾール誘導体、イソインドール誘導体、アントラセンやナフタレン等のアセン系誘導体
、フルオレン誘導体、フルオレノン誘導体、及びポリビニルカルバゾール、芳香族アミン
を主鎖又は側鎖に導入した高分子材料又はオリゴマー、ポリシラン、導電性ポリマー又は
オリゴマー（例えば、ＰＥＤＯＴ（ポリエチレンジオキシチオフェン）：ＰＳＳ（ポリス
チレンスルホン酸）、アニリン系共重合体、ポリアニリン、ポリチオフェン等）等が挙げ
られる。
【０１４９】
　トリアリールアミン誘導体としては、４，４′－ビス〔Ｎ－（１－ナフチル）－Ｎ－フ
ェニルアミノ〕ビフェニル（略称：α－ＮＰＤ）に代表されるベンジジン型や、４，４′
，４″－トリス〔Ｎ－（３－メチルフェニル）－Ｎ－フェニルアミノ〕トリフェニルアミ
ン）（略称：ＭＴＤＡＴＡ）に代表されるスターバースト型、トリアリールアミン連結コ
ア部にフルオレンやアントラセンを有する化合物等が挙げられる。
【０１５０】
　また、特表２００３－５１９４３２号公報や特開２００６－１３５１４５号公報等に記
載されているようなヘキサアザトリフェニレン誘導体も同様に正孔輸送材料として用いる
ことができる。
【０１５１】
　電子注入層は、駆動電圧低下や発光輝度向上のために、陰極と発光層との間に設けられ
る層のことであり、陰極が本発明に係る光透過性を有する電極で構成されている場合には
、当該光透過性を有する電極に隣接して設けられ、「有機ＥＬ素子とその工業化最前線（
１９９８年１１月３０日エヌ・ティー・エス社発行）」の第２編第２章「電極材料」（１
２３～１６６頁）に詳細に記載されている。
【０１５２】
　電子注入層は、特開平６－３２５８７１号公報、同９－１７５７４号公報、同１０－７
４５８６号公報等にもその詳細が記載されており、電子注入層に好ましく用いられる材料
の具体例としては、ストロンチウムやアルミニウム等に代表される金属、フッ化リチウム
、フッ化ナトリウム、フッ化カリウム等に代表されるアルカリ金属化合物、フッ化マグネ



(20) JP 2019-87503 A 2019.6.6

10

20

30

40

50

シウム、フッ化カルシウム等に代表されるアルカリ金属ハライド層、フッ化マグネシウム
に代表されるアルカリ土類金属化合物層、酸化モリブデン、酸化アルミニウム等に代表さ
れる金属酸化物、リチウム８－ヒドロキシキノレート（Ｌｉｑ）等に代表される金属錯体
等が挙げられる。また、本発明における光透過性を有する電極が陰極の場合は、金属錯体
等の有機材料が特に好適に用いられる。電子注入層はごく薄い膜であることが望ましく、
構成材料にもよるが、その層厚は１ｎｍ～１０μｍの範囲が好ましい。
【０１５３】
　（正孔輸送層）
　正孔輸送層とは、正孔を輸送する機能を有する正孔輸送材料からなり、広い意味で正孔
注入層及び電子阻止層も正孔輸送層の機能を有する。正孔輸送層は単層又は複数層設ける
ことができる。
【０１５４】
　正孔輸送材料としては、正孔の注入又は輸送、電子の障壁性のいずれかを有するもので
あり、有機物、無機物のいずれであってもよい。例えば、トリアゾール誘導体、オキサジ
アゾール誘導体、イミダゾール誘導体、ポリアリールアルカン誘導体、ピラゾリン誘導体
、ピラゾロン誘導体、フェニレンジアミン誘導体、アリールアミン誘導体、アミノ置換カ
ルコン誘導体、オキサゾール誘導体、スチリルアントラセン誘導体、フルオレノン誘導体
、ヒドラゾン誘導体、スチルベン誘導体、シラザン誘導体、アニリン系共重合体、導電性
高分子オリゴマー及びチオフェンオリゴマー等が挙げられる。
【０１５５】
　正孔輸送材料としては、上記記載の化合物を使用することができるが、ポルフィリン化
合物、芳香族第３級アミン化合物及びスチリルアミン化合物を用いることができ、特に芳
香族第３級アミン化合物を用いることが好ましい。
【０１５６】
　芳香族第３級アミン化合物及びスチリルアミン化合物の代表例としては、Ｎ，Ｎ，Ｎ′
，Ｎ′－テトラフェニル－４，４′－ジアミノフェニル、Ｎ，Ｎ′－ジフェニル－Ｎ，Ｎ
′－ビス（３－メチルフェニル）－〔１，１′－ビフェニル〕－４，４′－ジアミン（略
称：ＴＰＤ）、２，２－ビス（４－ジ－ｐ－トリルアミノフェニル）プロパン、１，１－
ビス（４－ジ－ｐ－トリルアミノフェニル）シクロヘキサン、Ｎ，Ｎ，Ｎ′，Ｎ′－テト
ラ－ｐ－トリル－４，４′－ジアミノビフェニル、１，１－ビス（４－ジ－ｐ－トリルア
ミノフェニル）－４－フェニルシクロヘキサン、ビス（４－ジメチルアミノ－２－メチル
フェニル）フェニルメタン、ビス（４－ジ－ｐ－トリルアミノフェニル）フェニルメタン
、Ｎ，Ｎ′－ジフェニル－Ｎ，Ｎ′－ジ（４－メトキシフェニル）－４，４′－ジアミノ
ビフェニル、Ｎ，Ｎ，Ｎ′，Ｎ′－テトラフェニル－４，４′－ジアミノジフェニルエー
テル、４，４′－ビス（ジフェニルアミノ）クオードリフェニル、Ｎ，Ｎ，Ｎ－トリ（ｐ
－トリル）アミン、４－（ジ－ｐ－トリルアミノ）－４′－〔４－（ジ－ｐ－トリルアミ
ノ）スチリル〕スチルベン、４－Ｎ，Ｎ－ジフェニルアミノ－（２－ジフェニルビニル）
ベンゼン、３－メトキシ－４′－Ｎ，Ｎ－ジフェニルアミノスチルベンゼン及びＮ－フェ
ニルカルバゾール等が挙げられる。
【０１５７】
　正孔輸送層は、上記正孔輸送材料を、例えば、真空蒸着法、スピンコート法、キャスト
法、クラビアコート法、インクジェット印刷法を含む印刷法及びＬＢ法（ラングミュア・
ブロジェット、Ｌａｎｇｍｕｉｒ　Ｂｌｏｄｇｅｔｔ法）等の公知の方法により、薄膜化
することにより形成することができるが、本発明においては、ピンコート法、キャスト法
、クラビアコート法、インクジェット印刷法等の湿式塗布方式を適用することが好ましい
。
。正孔輸送層の層厚については特に制限はないが、通常は５ｎｍ～５μｍ程度、好ましく
は５～２００ｎｍの範囲である。この正孔輸送層は、上記材料の１種又は２種以上からな
る一層構造であってもよい。
【０１５８】
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　また、正孔輸送層の材料に不純物をドープすることにより、ｐ性を高くすることもでき
る。その例としては、特開平４－２９７０７６号公報、特開２０００－１９６１４０号公
報、同２００１－１０２１７５号公報及びＪ．Ａｐｐｌ．Ｐｈｙｓ．，９５，５７７３（
２００４）等に記載されたものが挙げられる。
【０１５９】
　このように、正孔輸送層のｐ性を高くすると、より低消費電力の素子を作製することが
できるため好ましい。
【０１６０】
　（電子輸送層）
　電子輸送層は、電子を輸送する機能を有する材料から構成され、広い意味で電子注入層
、正孔阻止層も電子輸送層に含まれる。電子輸送層は、単層構造又は複数層の積層構造と
して設けることができる。
【０１６１】
　単層構造の電子輸送層及び積層構造の電子輸送層において、発光層に隣接する層部分を
構成する電子輸送材料（正孔阻止材料を兼ねる）としては、カソードより注入された電子
を発光層に伝達する機能を有していれば良い。このような材料としては、従来公知の化合
物の中から任意のものを選択して用いることができる。例えば、ニトロ置換フルオレン誘
導体、ジフェニルキノン誘導体、チオピランジオキシド誘導体、カルボジイミド、フレオ
レニリデンメタン誘導体、アントラキノジメタン、アントロン誘導体及びオキサジアゾー
ル誘導体等が挙げられる。さらに、上記オキサジアゾール誘導体において、オキサジアゾ
ール環の酸素原子を硫黄原子に置換したチアジアゾール誘導体、電子吸引基として知られ
ているキノキサリン環を有するキノキサリン誘導体も、電子輸送層の材料として用いるこ
とができる。さらにこれらの材料を高分子鎖に導入した高分子材料又はこれらの材料を高
分子の主鎖とした高分子材料を用いることもできる。
【０１６２】
　また、８－キノリノール誘導体の金属錯体、例えば、トリス（８－キノリノール）アル
ミニウム（略称：Ａｌｑ３）、トリス（５，７－ジクロロ－８－キノリノール）アルミニ
ウム、トリス（５，７－ジブロモ－８－キノリノール）アルミニウム、トリス（２－メチ
ル－８－キノリノール）アルミニウム、トリス（５－メチル－８－キノリノール）アルミ
ニウム、ビス（８－キノリノール）亜鉛（略称：Ｚｎｑ）等及びこれらの金属錯体の中心
金属がＩｎ、Ｍｇ、Ｃｕ、Ｃａ、Ｓｎ、Ｇａ又はＰｂに置き替わった金属錯体も、電子輸
送層の材料として用いることができる。
【０１６３】
　電子輸送層は、上記材料を、例えば、真空蒸着法、スピンコート法、キャスト法、グラ
ビアコート法、インクジェット印刷法を含む印刷法及びＬＢ法等の公知の方法により、薄
膜化することで形成することができるが、本発明においては、スピンコート法、キャスト
法、クラビアコート法、インクジェット印刷法等の湿式塗布方式により形成することが好
ましい。
【０１６４】
　電子輸送層の層厚については特に制限はないが、通常は５ｎｍ～５μｍ程度、好ましく
は５～２００ｎｍの範囲内である。電子輸送層は上記材料の１種又は２種以上からなる単
一構造であってもよい。
【０１６５】
　（阻止層）
　阻止層としては、正孔阻止層及び電子阻止層が挙げられ、上記説明したキャリア輸送機
能層ユニット３の各構成層の他に、必要に応じて設けられる層である。例えば、特開平１
１－２０４２５８号公報、同１１－２０４３５９号公報、及び「有機ＥＬ素子とその工業
化最前線（１９９８年１１月３０日エヌ・ティー・エス社発行）」の２３７頁等に記載さ
れている正孔阻止（ホールブロック）層等を挙げることができる。
【０１６６】
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　正孔阻止層とは、広い意味では、電子輸送層の機能を有する。正孔阻止層は、電子を輸
送する機能を有しつつ正孔を輸送する能力が著しく小さい正孔阻止材料からなり、電子を
輸送しつつ正孔を阻止することで電子と正孔の再結合確率を向上させることができる。ま
た、電子輸送層の構成を必要に応じて、正孔阻止層として用いることができる。正孔阻止
層は、発光層に隣接して設けられていることが好ましい。
【０１６７】
　一方、電子阻止層とは、広い意味では、正孔輸送層の機能を有する。電子阻止層は、正
孔を輸送する機能を有しつつ、電子を輸送する能力が著しく小さい材料からなり、正孔を
輸送しつつ電子を阻止することで電子と正孔の再結合確率を向上させることができる。ま
た、正孔輸送層の構成を必要に応じて電子阻止層として用いることができる。本発明に適
用する正孔阻止層の層厚としては、好ましくは３～１００ｎｍの範囲であり、さらに好ま
しくは５～３０ｎｍの範囲である。
【０１６８】
　〔第２電極：陰極〕
　陰極は、有機機能層群や発光層に電子を供給するために機能する電極膜であり、金属、
合金、有機又は無機の導電性化合物若しくはこれらの混合物が用いられる。具体的には、
　蒸着法等の乾式形成方法を用いる場合には、金、アルミニウム、銀、マグネシウム、リ
チウム、マグネシウム／銅混合物、マグネシウム／銀混合物、イットリウム／銀混合物、
マグネシウム／アルミニウム混合物、マグネシウム／インジウム混合物、インジウム、リ
チウム／アルミニウム混合物、希土類金属、ＩＴＯ、ＺｎＯ、ＴｉＯ２及びＳｎＯ２等の
酸化物半導体などが挙げられる。
【０１６９】
　また、湿式塗布方式を用いて形成する場合には、ポリ（３，４－エチレンジオキシチオ
フェン）とポリスチレンスルホン酸との複合物（ＰＥＤＯＴ：ＰＳＳ）や銀ナノインク等
を用いて、ピンコート法、キャスト法、クラビアコート法、インクジェット印刷法等によ
り形成することができる。
【０１７０】
　陰極は、これらの導電性材料を蒸着やスパッタリング等の方法により薄膜を形成させて
作製することができる。また、第２電極としてのシート抵抗は、数百Ω／ｓｑ．以下が好
ましく、膜厚は通常５ｎｍ～５μｍ、好ましくは５～２００ｎｍの範囲で選ばれる。
【０１７１】
　なお、有機ＥＬ素子が、陰極側からも発光光Ｌを取り出す、両面発光型の場合には、光
透過性の良好な陰極を選択して構成すればよい。
【０１７２】
　〔封止部材〕
　有機ＥＬ素子を封止するのに用いられる封止手段としては、例えば、フレキシブル封止
部材と、陰極及び透明基板とを封止用接着剤で接着する方法を挙げることができる。
【０１７３】
　封止部材としては、有機ＥＬ素子の表示領域を覆うように配置されていればよく、凹板
状でも、平板状でもよい。また透明性及び電気絶縁性は特に限定されない。
【０１７４】
　具体的には、フレキシブル性を備えた薄膜ガラス板、ポリマー板、フィルム、金属フィ
ルム（金属箔）等が挙げられる。ガラス板としては、特にソーダ石灰ガラス、バリウム・
ストロンチウム含有ガラス、鉛ガラス、アルミノケイ酸ガラス、ホウケイ酸ガラス、バリ
ウムホウケイ酸ガラス、石英等を挙げることができる。また、ポリマー板としては、ポリ
カーボネート、アクリル、ポリエチレンテレフタレート、ポリエーテルサルファイド、ポ
リサルフォン等を挙げることができる。金属フィルムとしては、ステンレス、鉄、銅、ア
ルミニウム、マグネシウム、ニッケル、亜鉛、クロム、チタン、モリブテン、シリコン、
ゲルマニウム及びタンタルからなる群から選ばれる１種以上の金属又は合金が挙げられる
。
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【０１７５】
　本発明においては、封止部材としては、有機ＥＬ素子を薄膜化することできる観点から
、ポリマーフィルム及び金属フィルムを好ましく使用することができる。さらに、ポリマ
ーフィルムは、ＪＩＳ　Ｋ　７１２９－１９９２に準拠した方法で測定された温度２５±
０．５℃、相対湿度９０±２％ＲＨにおける水蒸気透過度が、１×１０－３ｇ／ｍ２・２
４ｈ以下であることが好ましく、さらには、ＪＩＳ　Ｋ　７１２６－１９８７に準拠した
方法で測定された酸素透過度が、１×１０－３ｍｌ／ｍ２・２４ｈ・ａｔｍ（１ａｔｍは
、１．０１３２５×１０５Ｐａである）以下であって、温度２５±０．５℃、相対湿度９
０±２％ＲＨにおける水蒸気透過度が、１×１０－３ｇ／ｍ２・２４ｈ以下であることが
好ましい。
【０１７６】
　封止用接着剤としては、例えば、アクリル酸系オリゴマー、メタクリル酸系オリゴマー
の反応性ビニル基を有する光硬化及び熱硬化型接着剤、２－シアノアクリル酸エステル等
の湿気硬化型等の接着剤を挙げることができる。また、エポキシ系等の熱及び化学硬化型
（二液混合）を挙げることができる。また、ホットメルト型のポリアミド、ポリエステル
、ポリオレフィンを挙げることができる。また、カチオン硬化タイプの紫外線硬化型エポ
キシ樹脂接着剤を挙げることができる。
【０１７７】
　《有機ＥＬデバイスの有機ＥＬ素子を除く構成要素》
　次いで、本発明の有機ＥＬデバイスの有機ＥＬ素子を除く主要な構成要素の詳細につい
て説明する。
【０１７８】
　〔バスライン〕
　本発明でいうバスラインとは、一般には、電子デバイスの機能を接続するための信号線
といわれているが、本発明の有機ＥＬデバイスにおいては、印加電源より、各有機ＥＬ素
子を構成する第１電極に電力を供給するための配線をバスラインと称す。
【０１７９】
　バスラインを構成する材料としては、高い導電性を有する金属材料であり、基材への密
着性や腐食防止の観点から、モリブデンクラッドアルミニウム（略称：ＭＡＭ、モリブデ
ン（Ｍｏ）／アルミニウム（Ａｌ）／モリブデン（Ｍｏ））やモリブデンクラッド銅（略
称：ＭＣＭ、モリブデン（Ｍｏ）／銅（Ｃｕ）／モリブデン（Ｍｏ））等を挙げることが
できる。
【０１８０】
　〔導電部材（抵抗材料）〕
　本発明に係る導電部材は、抵抗値を調整することが可能な導電性材料で構成され、特に
制限はなく、公知の導電性物質を適用できる。
【０１８１】
　導電性材料として、無機系材料としては、例えば、金、銀、銅、アルミニウム、ニッケ
ル、若しくはコバルトなどの金属、又はインジウム－スズ酸化物（Ｉｎｄｉｕｍ　Ｔｉｎ
　Ｏｘｉｄｅ（ＩＴＯ））、インジウム－亜鉛酸化物（Ｉｎｄｉｕｍ　Ｚｉｎｃ　Ｏｘｉ
ｄｅ（ＩＺＯ））、酸化亜鉛（Ｚｉｎｃ　Ｏｘｉｄｅ（ＺｎＯ））、若しくは亜鉛－スズ
酸化物（Ｚｉｎｃ　Ｔｉｎ　Ｏｘｉｄｅ（ＺＴＯ））、若しくはアンチモン－スズ酸化物
（ＡＴＯ）などの金属酸化物が例示でき、これらの金属、又は金属酸化物を粒子状態で含
む、金属ナノインク（銀ナノインク等）を用いることが、湿式塗布適性を付与することが
できる点で好ましい。銀ナノインクは、市販品としても入手することができ、バンドー化
学社製のＳＲ６０００、ＳＷ１０２０、（株）Ｃ－ｉｎｋ社製のコロイダルインクＪＢ０
４２０Ｂ、三菱製紙社製の銀ナノインクであるＮＢＳＩＪ－ＭＵ０１、ＮＢＳＩＪ－ＦＤ
０２、ＮＢＳＩＪ－ＫＣ０１等を挙げることができる。
【０１８２】
　また、有機系材料としては、導電性カーボンナノチューブやグラフェンなどの導電性炭
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素材料、ポリチオフェン又はポリアニリンなどの導電性高分子などが例示できるが、その
中でも、屈曲性に優れるという特徴と、透明性と導電性にも優れるという特徴を有する点
で有機導電性高分子のポリチオフェンの一種であるＰＥＤＯＴ／ＰＳＳが好適に用いるこ
とができる。ＰＥＤＯＴ／ＰＳＳとは、ポリ（３，４－エチレンジオキシチオフェン）と
ポリスチレンスルホン酸との複合物である。
【０１８３】
　導電部材の厚さは、適用する導電部材の導電性や透明性等、及び導電部材として必要と
される抵抗値を達成するのに必要とされる厚さで形成する。
【０１８４】
　〔絶縁層〕
　本発明に係る絶縁層の形成材料としては、種々の絶縁材料を用いることができるが、特
に、比誘電率の高い無機酸化物皮膜が好ましい。無機酸化物としては、酸化ケイ素、酸化
アルミニウム、酸化タンタル、酸化チタン、酸化スズ、酸化バナジウム、チタン酸バリウ
ム・ストロンチウム、ジルコニウム酸チタン酸バリウム、ジルコニウム酸チタン酸鉛、チ
タン酸鉛ランタン、チタン酸ストロンチウム、チタン酸バリウム、フッ化バリウム・マグ
ネシウム、チタン酸ビスマス、チタン酸ストロンチウム・ビスマス、タンタル酸ストロン
チウム・ビスマス、タンタル酸ニオブ酸ビスマス、トリオキサイドイットリウムなどが挙
げられる。それらのうち好ましいのは、酸化ケイ素、酸化アルミニウム、酸化タンタル、
酸化チタンである。窒化ケイ素、窒化アルミニウムなどの無機窒化物も好適に用いること
ができる。
【０１８５】
　無機酸化皮膜の形成方法としては、真空蒸着法、分子線エピタキシャル成長法、イオン
クラスタービーム法、低エネルギーイオンビーム法、イオンプレーティング法、ＣＶＤ法
、スパッタリング法、大気圧プラズマ法などの乾式形成法や、スプレーコート法、スピン
コート法、ブレードコート法、デイップコート法、キャスト法、ロールコート法、バーコ
ート法、ダイコート法などの塗布による方法、印刷やインクジェット印刷方式などのパタ
ーニングによる方法などの湿式形成法が挙げられ、材料に応じて使用できる。これらのう
ち好ましいのは、インクジェット印刷方式である。
【０１８６】
　また、有機化合物としては、ポリイミド、ポリアミド、ポリエステル、ポリアクリレー
ト、光ラジカル重合系、光カチオン重合系の光硬化性樹脂、アクリロニトリル成分を含有
する共重合体、ポリビニルフェノール、ポリビニルアルコール、ノボラック樹脂、および
シアノエチルプルラン、ポリマー体、エラストマー体を含むホスファゼン化合物、等を用
いることもできる。また、市販品としては、ダイセル社製のセルビーナス等を挙げること
ができる。
【０１８７】
　《有機ＥＬデバイスの製造方法》
　一般に、有機ＥＬ素子は、例えば、化学蒸着法や真空蒸着法等を用いた乾式形成方法や
、スピンコート法、キャスト法、ＬＢ法（ラングミュア・ブロジェット、Ｌａｎｇｍｕｉ
ｒ　Ｂｌｏｄｇｅｔｔ法）及びインクジェット印刷法等の湿式塗布方法等、公知の薄膜形
成方法を適用することにより形成することができるが、その中でも、本発明の有機ＥＬデ
バイスの製造方法としては、少なくとも有機エレクトロルミネッセンス素子のそれぞれに
印加する電圧を調整する抵抗値を有する導電部材を、湿式塗布方式により形成することを
特徴とする。更に好ましくは、少なくとも、絶縁層、有機エレクトロルミネッセンス素子
、第１電極用の引出電極、バスラインを、湿式塗布方式により形成することである。
【０１８８】
　また、湿式塗布方式としては、特に、インクジェット印刷法（インクジェットプリント
法ともいう。）を適用することが好ましい。
【０１８９】
　〔有機ＥＬデバイスの製造フロー〕



(25) JP 2019-87503 A 2019.6.6

10

20

30

40

50

　以下、有機ＥＬデバイスの製造方法の一例として、実施形態１の構成を有する有機ＥＬ
デバイスを、湿式塗布方式としてインクジェット印刷法を用いて製造する工程フローにつ
いて、図を交えて説明する。
【０１９０】
　図９及び図１０は、図３で示す構成の有機ＥＬデバイスで、図５で説明したＡ－Ａ´切
断面における構成からなる画素ユニットの製造工程を示すフロー図である。
【０１９１】
　図９には、バスライン（１４）の形成から導電部材（１６）を形成するまでの前半の製
造工程のフローを示す図である。
【０１９２】
　〈ステップ１：バスラインの形成〉
　図９の（ａ）で示すように、はじめに、基材（１）上に、図３及び図５で示すような所
定の位置に、バスライン（１４Ｈ）を、形成用インク、例えば、導電性を有するＭＯＭ（
モリブデン／アルミニウム／モリブデン）を含むインクを、インクジェットヘッドより、
所定の位置に吐出して形成する。
【０１９３】
　〈ステップ２：第１電極（陽極）及びその引出電極の形成〉
　次いで、図９の（ｂ）で示すように、図３及び図５で記載した位置に、第１電極（２）
及び引出電極（１７）を、インクジェットヘッド（３０）より、例えば、ＩＴＯ等を吐出
して形成する。この時、第１電極（２）の左側端部は、次工程で形成する絶縁部材（１３
Ａ）にその一部が侵入する位置に形成し、第１電極（２）より延長した引出電極（１７）
の右側端部は、次工程で形成する導電部材形成用開口部（１２）にその一部が露出する位
置に形成する。
【０１９４】
　〈ステップ３：絶縁部材の付与と各開口部の形成〉
　次いで、図９の（ｃ）で示すように、上記形成したバスライン（１４Ｈ）、引出電極（
１７）上に、インクジェットヘッド（３０）より、絶縁性材料、例えば、透明封止剤であ
る脂環式エポキシ化合物を含むインク等を吐出して、絶縁部材（１３Ａ、１３Ｂ、１３Ｃ
）を付与して、図４で示すような有機ＥＬ素子形成用開口部（１１）及び導電部材形成用
開口部（１２）を形成する。
【０１９５】
　この時、有機ＥＬ素子形成用開口部（１１）では、第１電極（２）の端部が絶縁部材（
１３Ａ）内に配置され、二つの絶縁部材（１３Ｂ及び１３Ｃ）で形成される導電部材形成
用開口部（１２）には、引出電極（１７）の端部と、バスライン（１４Ｈ）の端部が露出
している形態をとる。
【０１９６】
　〈ステップ４：有機機能層ユニットの形成〉
　次いで、図９の（ｄ）で示すように、有機ＥＬ素子形成用開口部（１１）の全領域に、
インクジェットヘッド（３０）より、各有機機能層形成用材料を含むインクを順次吐出し
て、有機機能層ユニット（Ｕ）を形成する。
【０１９７】
　〈ステップ５：導電部材の形成〉
　次いで、図９の（ｅ）で示すように、引出電極（１７）の端部とバスライン（１４）の
端部が露出している導電部材形成用開口部（１２）の全領域に、インクジェットヘッド（
３０）より、抵抗調整用の導電部材として、例えば、ポリ（３，４－エチレンジオキシチ
オフェン）とポリスチレンスルホン酸との複合物（ＰＥＤＯＴ：ＰＳＳ）や銀ナノインク
を吐出して、導電部材（１６）を形成して、引出電極（１７）、導電部材（１６）及びバ
スライン（１４）を接続する。
【０１９８】
　この時、抵抗値の異なる導電部材（１６Ｒ、１６Ｇ、１６Ｂ）は、インクの吐出量を変
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化させ、適宜層厚を調整することにより、所望の抵抗値を有する導電部材を形成すること
ができる。また、必要に応じて、形成する面積を適宜変更して、所望の抵抗値を得てもよ
い。
【０１９９】
　図１０は、導電部材（１６）を封止する絶縁層（１３Ｄ）の形成から封止基板（８）を
付与するまでの後半の製造工程を示す図である。
【０２００】
　〈ステップ６：導電部材を封止する絶縁層の形成〉
　次いで、図１０の（ａ）で示すように、前記ステップ５で形成した導電部材（１６）と
、次のステップ７で形成する第２電極（６、陰極）との短絡を防止するため、インクジェ
ットヘッド（３０）より、例えば、透明封止剤である脂環式エポキシ化合物を含むインク
等を吐出して、導電部材形成用開口部（１２）の上部に第４の絶縁層（１３Ｄ）を形成す
る。
【０２０１】
　〈ステップ７：第２電極の形成〉
　次いで、図１０の（ｂ）で示すように、画素ユニットの全面に、インクジェットヘッド
（３０）より、例えば、ポリ（３，４－エチレンジオキシチオフェン）とポリスチレンス
ルホン酸との複合物（ＰＥＤＯＴ：ＰＳＳ）や銀ナノインクを吐出して、ベタ状の第２電
極（６）を形成する。
【０２０２】
　〈ステップ８：封止用接着層の形成〉
　次いで、図１０の（ｃ）で示すように、画素ユニットの全面に、インクジェットヘッド
（３０）より、例えば、熱硬化型接着剤等の封止用接着剤を吐出して、封止用接着層（７
）を形成する。
【０２０３】
　〈ステップ９：封止基板の付与〉
　最後に、図１０の（ｄ）で示すように、封止用接着層（７）上に、例えば、樹脂で構成
されている封止基板（８）を付与して、有機ＥＬデバイスを作製する。
【０２０４】
　〔有機ＥＬデバイスの形成手段〕
　一般に、有機ＥＬ素子を含む各構成部材は、例えば、真空蒸着法、スピンコート法、キ
ャスト法、ＬＢ法（ラングミュア・ブロジェット、Ｌａｎｇｍｕｉｒ　Ｂｌｏｄｇｅｔｔ
法）及びインクジェット印刷法等の公知の方法により形成することができるが、本発明に
おいては、スピンコート法、キャスト法、クラビアコート法、インクジェット印刷法等の
湿式塗布方式により形成することを特徴とし、その中でも、特に、主要構成部材をインク
ジェット印刷法により形成することが好ましい実施形態である。
【０２０５】
　（インクジェット印刷法）
　以下、インクジェット印刷法による形成方法について、その一例を、図を交えて説明す
る。
【０２０６】
　図１１は、湿式塗布方式の一例であるインクジェット印刷方式を用いた有機ＥＬ素子の
形成方法の一例を示す概略図である。
【０２０７】
　図１１は、インクジェットヘッド（３０）を用いた湿式塗布装置を用いて、基材（１）
上の有機ＥＬ素子形成用開口部（１１）内に、有機ＥＬ素子形成材料を含むインクを吐出
する方法の一例を示してある。
【０２０８】
　図１１に示すように、一例として、基材（１）を連続的に搬送しながら、インクジェッ
トヘッド（３０）により有機ＥＬ素子形成材料を含むインクを、インク液滴として順次射
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出して、有機ＥＬ素子の有機機能層群（Ｕ）を形成する。また、絶縁層、有機エレクトロ
ルミネッセンス素子、第１電極用の引出電極、バスラインの結合部及びバスラインも、同
様の方法で形成することができる。
【０２０９】
　本発明の有機ＥＬデバイスの製造方法に適用可能なインクジェットヘッド（３０）とし
ては、特に限定はなく、例えばインク圧力室に圧電素子を備えた振動板を有しており、こ
の振動板によるインク圧力室の圧力変化でインク液を吐出させる剪断モード型（ピエゾ型
）のヘッドでもよいし、発熱素子を有しており、この発熱素子からの熱エネルギーにより
インク液の膜沸騰による急激な体積変化によりノズルからインク液を吐出させるサーマル
タイプのヘッドであってもよい。
【０２１０】
　インクジェットヘッド（３０）には、射出用のインク液の供給機構などが接続されてい
る。インク液の供給はタンク（３８Ａ）により行われる。インクジェットヘッド（３０）
内のインク液圧力を常に一定に保つようにこの例ではタンク液面を一定にする。その方法
としては、インク液をタンク（３８Ａ）からオーバーフローさせてタンク（３８Ｂ）に自
然流下で戻している。タンク（３８Ｂ）からタンク（３８Ａ）へのインク液の供給は、ポ
ンプ（３１）により行われており、射出条件に合わせて安定的にタンク（３８Ａ）の液面
が一定となるように制御されている。
【０２１１】
　なお、ポンプ（３１）からタンク（３８Ａ）へインク液を戻す際には、フィルター（３
２）を通してから行われている。このように、インク液はインクジェットヘッド（３０）
へ供給される前に絶対濾過精度又は準絶対濾過精度が０．０５～５０μｍの濾材を少なく
とも１回は通過させることが好ましい。
【０２１２】
　また、インクジェットヘッド（３０）の洗浄作業や液体充填作業などを実施するために
タンク（３６）よりインク液が、タンク（３７）より洗浄溶媒がポンプ（３９）によりイ
ンクジェットヘッド（３０）へ強制的に供給可能となっている。インクジェットヘッド（
３０）に対してこうしたタンクポンプ類は複数に分けても良いし、配管の分岐を使用して
も良い、またそれらの組み合わせでもかまわない。図１１では配管分岐（１３）を使用し
ている。さらにインクジェットヘッド（３０）内のエアーを十分に除去するためにタンク
（３６）よりポンプ（３９）にてインクジェット（３０）へインク液を強制的に送液しな
がら下記に記すエアー抜き配管からインク液を抜き出して廃液タンク（３４）に送ること
もある。
【０２１３】
　図１２は、インクジェット印刷方式に適用可能なインクジェットヘッドの構造の一例を
示す概略外観図である。
【０２１４】
　図１２の（ａ）は、本発明に適用可能なインクジェットヘッド（１００）を示す概略斜
視図であり、図１２の（ｂ）は、インクジェットヘッド（１００）の底面図である。
【０２１５】
　本発明に適用可能なインクジェットヘッド（１００）は、インクジェットプリンタ（図
示略）に搭載されるものであり、インクをノズルから吐出させるヘッドチップと、このヘ
ッドチップが配設された配線基板と、この配線基板とフレキシブル基板を介して接続され
た駆動回路基板と、ヘッドチップのチャネルにフィルターを介してインクを導入するマニ
ホールドと、内側にマニホールドが収納された筐体（５６）と、この筐体（５６）の底面
開口を塞ぐように取り付けられたキャップ受板（５７）と、マニホールドの第１インクポ
ート及び第２インクポートに取り付けられた第１及び第２ジョイント（８１ａ、８１ｂ）
と、マニホールドの第３インクポートに取り付けられた第３ジョイント（８２）と、筐体
（５６）に取り付けられたカバー部材（５９）とを備えている。また、筐体（５６）をプ
リンタ本体側に取り付けるための取り付け用孔（６８）がそれぞれ形成されている。
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【０２１６】
　また、図１２の（ｂ）で示すキャップ受板（５７）は、キャップ受板取り付け部（６２
）の形状に対応して、外形が左右方向に長尺な略矩形板状として形成され、その略中央部
に複数のノズルが配置されているノズルプレート（６１）を露出させるため、左右方向に
長尺なノズル用開口部（７１）が設けられている。また、図１２の（ａ）で示すインクジ
ェットヘッド内部の具体的な構造に関しては、例えば、特開２０１２－１４００１７号公
報に記載されている図２等を参照することができる。
【０２１７】
　図１２にはインクジェットヘッドの代表例を示したが、そのほかにも、例えば、特開２
０１２－１４００１７号公報、特開２０１３－０１０２２７号公報、特開２０１４－０５
８１７１号公報、特開２０１４－０９７６４４号公報、特開２０１５－１４２９７９号公
報、特開２０１５－１４２９８０号公報、特開２０１６－００２６７５号公報、特開２０
１６－００２６８２号公報、特開２０１６－１０７４０１号公報、特開２０１７－１０９
４７６号公報、特開２０１７－１７７６２６号公報等に記載されている構成からなるイン
クジェットヘッドを適宜選択して適用することができる。
【０２１８】
　（インク液の調製）
　本発明の有機ＥＬデバイスの製造方法においては、絶縁層、有機ＥＬ素子、第１電極用
の引出電極、バスラインの結合部及びバスラインの形成に用いる各インク液では、上記の
各構成材料をそのままインク液として使用する方法の他、インクジェット印刷方式に適性
を有するインク液とするため、構成材料をインク溶媒等に溶解してインク液を調製する、
及び各種機能性添加剤を含有させることができる。
【０２１９】
　〈インク溶媒〉
　本発明係るインク液を調製する場合、公知の各種有機溶媒を用いることが好ましい。本
発明に係るインク液にＹ適用可能な有機溶媒としては、例えば、アルコール類（例えば、
メタノール、エタノール、プロパノール、イソプロパノール、ブタノール、イソブタノー
ル、セカンダリーブタノール、ターシャリーブタノール、ペンタノール、ヘキサノール、
シクロヘキサノール、ベンジルアルコール等）、多価アルコール類（例えば、エチレング
リコール、ジエチレングリコール、トリエチレングリコール、ポリエチレングリコール、
プロピレングリコール、ジプロピレングリコール、ポリプロピレングリコール、ブチレン
グリコール、ヘキサンジオール、ペンタンジオール、グリセリン、ヘキサントリオール、
チオジグリコール等）、多価アルコールエーテル類（例えば、エチレングリコールモノメ
チルエーテル、エチレングリコールモノエチルエーテル、エチレングリコールモノブチエ
ーテル、ジエチレングリコールモノメチルエーテル、ジエチレングリコールモノメチルエ
ーテル、ジエチレングリコールモノブチルエーテル、プロピレングリコールモノメチルエ
ーテル、プロピレングリコールモノブチルエーテル、エチレングリコールモノメチエーテ
ルアセテート、トリエチレングリコールモノメチルエーテル、トリエチレングリコールモ
ノエチルエーテル、トリエチレングリコールモノブチルエーテル、エチレングリコールモ
ノフェニルエーテル、プロピレングリコールモノフェニルエーテル等）、アミン類（例え
ば、エタノールアミン、ジエタノールアミン、トリエタノールアミン、Ｎ－メチルジエタ
ノールアミン、Ｎ－エチルジエタノールアミン、モルホリン、Ｎ－エチルモルホリン、エ
チレンジアミン、ジエチレンジアミン、トリエチレンテトラミン、テトラエチレンペンタ
ミン、ポリエチレンイミン、ペンタメチルジエチレントリアミン、テトラメチルプロピレ
ンジアミン等）、アミド類（例えば、ホルムアミド、Ｎ，Ｎ－ジメチルホルムアミド、Ｎ
，Ｎ－ジメチルアセトアミド等）、複素環類（例えば、２－ピロリドン、Ｎ－メチル－２
－ピロリドン、シクロヘキシルピロリドン、２－オキサゾリドン、１，３－ジメチル－２
－イミダゾリジノン等）、スルホキシド類（例えば、ジメチルスルホキシド等）、スルホ
ン類（例えば、スルホラン等）、尿素、アセトニトリル、アセトン等が挙げられる。
【０２２０】
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　〈その他の添加剤〉
　本発明のインク液には、本発明の目的効果を損なわない範囲で、吐出安定性、プリント
ヘッド適合性、保存安定性、画像保存性、その他の諸性能向上の目的に応じて、公知の各
種添加剤、例えば、溶媒、粘度調整剤、表面張力調整剤、比抵抗調整剤、皮膜形成剤、分
散剤、界面活性剤、紫外線吸収剤、酸化防止剤、退色防止剤、防バイ剤、防錆剤等を適宜
選択して用いることができる。
【産業上の利用可能性】
【０２２１】
　本発明の有機ＥＬデバイスは、簡易な構成を有し、印加電圧差による発光品質の低下や
発光輝度差が改良され、製造方法として大型設備を必要とせず、低コストで製造すること
ができる有機ＥＬデバイスであり、表示装置、ディスプレイ、照明光源等の面発光体、そ
の中でも、とりわけ、動画表示ではなく、ポスター等を意図した静止画による画像表示装
置に好適に利用できる。
【符号の説明】
【０２２２】
　１　基材
　２　第１電極（陽極）
　３　第１の有機機能層群
　４　発光層
　５　第２の有機機能層群
　６　第２電極（陰極）
　７　封止用接着層
　８　封止基板
　１１、１１Ａ、１１Ｂ、１１Ｃ　有機ＥＬ素子形成用開口部
　１２、１２Ａ、１２Ｂ、１２Ｃ　導電部材形成用開口部
　１３、１３Ａ、１３Ｂ、１３Ｃ、１３Ｄ　絶縁層(バンク)
　１４　バスライン
　１４Ｖ　バスラインＶ（縦）
　１４Ｈ　バスラインＨ（横）
　１６、１６Ｒ、１６Ｇ、１６Ｂ　導電部材(抵抗部材)
　１７　第１電極の引出電極（面電極）
　１８　印加電源
　２０　有機ＥＬデバイス
　２１　配線
　３０、１００　インクジェットヘッド
　３１、３９　ポンプ
　３２　フィルター
　３３　配管分岐
　３４　廃液タンク
　３５　制御部
　３６、３７、３８Ａ、３８Ｂ　タンク
　５６　筐体
　５７　キャップ受板
　５９　カバー部材
　６１　ノズルプレート
　６２　キャップ受板取り付け部
　６８　取り付け用孔
　７１　ノズル用開口部
　８１ａ　第１ジョイト
　８１ｂ　第２ジョイント
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　８２　第３ジョイント
　Ｌ　発光光
　ＬＡ　発光エリア
　ＥＬ、ＥＬＲ、ＥＬＧ、ＥＬＢ　有機ＥＬ素子
　ＰＵ　画素ユニット
　Ｕ　有機機能層ユニット

【図１】 【図２】
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【図５】 【図６】
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【図９】 【図１０】
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